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第１部 基本的な事項 

第１章 基本的な考え方 

第１節 計画策定の趣旨 

１ 埼玉県地域保健医療計画 

本県の７５歳以上の高齢者人口は、全国一のスピードで増加し、いわゆる団塊

の世代の全てが７５歳以上となる２０２５年以降も増え続けると推計されていま

す。 

こうした急速な高齢化の進展により、医療や介護の需要は大幅に増大すること

が見込まれます。さらに、生産年齢人口の減少により、医療・介護を担う人材の

確保はより一層困難となることが想定されます。 

複数の慢性疾患や認知症などの疾患を抱えながらも、住み慣れた地域で質の高

い生活を送りたいと願う高齢者を支えるためには、いままでの「治す医療」だけ

では不十分です。 

「効率的で質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」

を同時に進め、医療と介護が相互に連携し患者を支える「治し、支える医療」へ

の転換が求められています。 

埼玉県地域保健医療計画（第７次）は、異次元の超高齢社会を迎える本県にお

いて、将来にわたり持続可能で質の高い保健医療体制を確保するため、平成３０

年度（２０１８年度）から平成３５年度（２０２３年度）までの６年間に取り組

むべき施策の方向性を示すものです。 

(1) 健康長寿を目指した更なる取組の推進 

健康で生き生きと自立した生活を送ることができる県民が増えることは、将

来の医療や介護の需要を抑制し、社会の活力を高めることにつながります。 

そこで、県民一人一人が日頃から健康に留意し、栄養・食生活、身体活動・

運動、休養、飲酒、喫煙、歯・口腔
くう

の健康について適切な生活習慣を実践する

健康長寿の取組をさらに推進していきます。 

(2) 医療機能の分化と連携の推進 

平成２８年（２０１６年）１０月に埼玉県地域保健医療計画の一部となる「埼

玉県地域医療構想」を策定し、本県の医療提供体制の将来像を明らかにしまし

た。 

医療を取り巻く環境が一層厳しくなる中で、県民が必要とする医療を提供す

るためには、限られた医療資源を効率的に活用する「医療機能の分化と連携」

を進めていくことが不可欠です。 

外来診療や在宅医療、初期救急や二次救急など県民に身近な医療については、

できるだけ住み慣れた地域で、過不足なくサービスを受けられる体制を整備し

ていきます。 
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また、高度で先進的な医療については、その機能を集約化し、専門人材を集

中的に配置することなどにより、効率的で質の高い医療提供体制の構築を目指

します。 

(3) 地域包括ケアシステムの構築 

住み慣れた地域で切れ目のない医療・介護サービスが提供されるためには、

それぞれの地域で医療と介護に関わる多職種間の連携体制の整備が不可欠です。 

そのため、平成３０年度（２０１８年度）を初年度とする埼玉県高齢者支援

計画との整合を図りながら、医療と介護、福祉の関係者が連携・協力して一体

的・体系的に高齢者を支える地域包括ケアシステムの構築を進めます。 

(4) 医療を支える人材の確保 

更なる少子化が見込まれる中、増大する医療ニーズを支える人材の確保はま

すます困難になることが想定されます。 

医療従事者や医療を志す人にとって、働きがいと働きやすさを兼ね備えた魅

力ある埼玉県を目指し、将来を支える医療人材を確保していきます。 

 

２ 埼玉県医療費適正化計画 

日本は、国民皆保険の下、誰もが安心して医療を受けることができる医療制度

を実現し、世界有数の高い平均寿命と保健医療水準を達成してきました。 

その反面、医療費は、長期的な増加基調にあります。昨今では、高齢化の進展

や先進医療技術の導入、新たな薬剤の開発などが医療費を押し上げる要因となり、

国民医療費の国内総生産（ＧＤＰ）に対する比率は約８％、国民所得（ＮＩ）に

対する比率は約１１％となっています。 

本県は、人口一人当たりの国民医療費が全都道府県で最も低い県ですが、全国

一のスピードで進む高齢化により、今後、医療費が急激に増加することが懸念さ

れます。 

このような中、本県の医療を持続可能なものとしていくためには、県民の安心・

安全を確保しながら、医療費の大幅な増大を防ぐことが必要となります。 

そこで、平成３０年度（２０１８年度）を初年度とし、平成３５年度（２０２

３年度）までを計画期間とする埼玉県医療費適正化計画（第３期）を策定し、埼

玉県地域保健医療計画と一体的に、「県民の健康の保持」や「医療の効率的な提

供」の推進に取り組むものです。 

 

第２節 基本理念 

急速な高齢化による医療・介護需要の増大、大規模地震や豪雨などによる災害の

頻発、グローバル化の進展による感染症拡大の懸念など保健医療を取り巻く環境が

大きく変化する中、県民の誰もが医療や介護の不安を感じることなく、健康で生き
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生きとした生活を送ることができる埼玉県の実現を目指し、３つの基本理念を設定

しました。 

１ 生涯を通じた健康づくり体制の確立 

２ 質が高く効率的な医療提供体制の確保と医療・介護サービス連携の強化 

３ 安心・安全なくらしを守る健康危機管理体制の構築 

 

第３節 計画の位置付け 

１ 計画の性格 

この計画は、医療法第３０条の４に基づく「医療計画」及び高齢者の医療の確

保に関する法律第９条に基づく「医療費適正化計画」であるとともに、以下の関

係計画等との整合性を図った保健医療に関する総合的な計画です。 

また、この計画は、県だけでなく市町村や保健医療関係機関・団体等も含めて、

推進すべき施策の方向性を示すものです。併せて、県民の自主的、積極的な行動

を誘引する性格を持つものです。 

(1) 埼玉県５か年計画－希望・活躍・うるおいの埼玉－ 

(2) 埼玉県がん対策推進計画（がん対策基本法、埼玉県がん対策推進条例） 

(3) 埼玉県高齢者支援計画（介護保険事業支援計画・介護保険法、老人福祉計画・

老人福祉法） 

(4) 埼玉県障害者支援計画（障害福祉計画・障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律、障害者計画・障害者基本法、障害児福祉計画・児

童福祉法） 

(5) 埼玉県健康長寿計画（健康増進計画・健康増進法） 

(6) 埼玉県食育推進計画（食育基本法） 

(7) 埼玉県歯科口腔保健推進計画（歯科口腔保健の推進に関する法律、埼玉県歯

科口腔保健の推進に関する条例） 

(8) 埼玉県自殺対策計画（自殺対策基本法） 

(9) 埼玉県アルコール健康障害対策推進計画（アルコール健康障害対策基本法） 

(10) 埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画（新型インフルエンザ等対策特別

措置法） 

(11) 埼玉県薬物乱用対策推進計画（埼玉県薬物の濫用の防止に関する条例） 

 

２ 計画の構成 

(1) 第１部 基本的な事項 

医療計画策定に当たっての基本的な考え方、計画の背景、医療圏、基準病床

数、計画の推進体制と評価について定めています。 

(2) 第２部 くらしと健康 
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ライフステージに応じた健康づくり、疾病・障害とＱＯＬ（生活の質）の向

上、健康危機管理体制の整備と生活衛生について定めています。 

(3) 第３部 医療の推進 

疾病ごとの医療提供体制の整備、事業ごとの医療提供体制の整備、在宅医療

の推進、医療従事者等の確保、医療の安全の確保について定めています。 

(4) 第４部 地域医療構想 

地域医療構想の概要、地域医療構想の実現に向けた取組について定めていま

す。 

(5) 第５部 医療費適正化計画 

住民の健康の保持の推進、医療の効率的な提供の推進、医療費の見込み、国

民健康保険の運営について定めています。 

 

第４節 計画の期間 

計画期間は、平成３０年度（２０１８年度）から平成３５年度（２０２３年度）

までの６か年とします。 

ただし、在宅医療の推進に関する計画については、医療法第３０条の６の規定に

基づき、３年で見直しを行い、必要に応じて計画を変更します。 

その他、急激な社会情勢の変化や大幅な制度改正などがあった場合には、状況の

変化に対応するため、必要な見直しを行うこととします。 

 

第２章 計画の背景 

第１節 地勢と交通 

本県は、関東地方の中央部から西部にわたる地域を占め、東は茨城、千葉、西は

長野、山梨、南は東京、北は群馬、栃木の１都６県に接しています。 

面積は約３，８００㎢で、東西約１０３㎞、南北約５２㎞の内陸県です。 

地形は、大きく西部の山地と東部の平地に二分されています。東部の平地はさら

に県中央部の台地と、県東部の低地に分かれています。平地は、全面積の３分の２

ほどで、平地の占める割合は全国的にも高くなっています。 

西部の山地は、関東山地の北部を占め、２，０００ｍ級の山々が連なり、これを

秩父山地と総称しています。この秩父山地に源を発する荒川は、県中央部の平野を

北から南へと流れ、東部と西部に分けています。 

本県は、首都東京に隣接し、様々な情報に接する機会に恵まれ、発達した公共交

通機関や道路網を持つという都市の魅力と、水と緑に恵まれた田園の魅力を併せ持

っています。 

本県では、東京に向けて発達した南北方向の鉄道網や道路網が整備されています。 

また、県内を東西に結ぶ東京外環自動車道や首都圏中央連絡自動車道といった幹
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線道路の整備も進められ、東日本の交通の要衝となっています。 

 

第２節 人口構造 

１ 人口の動き 

本県の人口は、我が国の経済が高度成長期に入った昭和３５年（１９６０年）

頃から社会増加を大きな要因として急激に増加しました。さらに昭和４０年代後

半には、戦後の第１次ベビーブーム世代が出産適齢期に入ったことから第２次ベ

ビーブームが起こり、自然増加も拡大しました。 

昭和５０年代に入ると、第１次オイルショックを契機とする経済の低成長化に

伴い、大都市圏への人口移動が沈静化しました。また、第２次ベビーブーム期が

過ぎたこともあり、本県の人口増加率は鈍化しました。その後、昭和６０年代の

初期は首都圏への人口の再集中などにより、本県への人口流入が再び加速されま

した。 

この結果、昭和３５年（１９６０年）の約２４３万人から昭和６０年（１９８

５年）には約５８６万人、平成２７年（２０１５年）には約７２７万人に達しま

した。平成２２年（２０１０年）から平成２７年（２０１５年）までの５年間の

人口増加率は１．０％と、緩やかな増加となっています。 

このように、本県の人口は、緩やかな増加傾向にありますが、間もなく減少に

転ずると見込まれています。平成３７年（２０２５年）には７１８万人に減少し、

平成４７年（２０３５年）には７００万人を割ると推計されています。 

 

２ 人口構成 

本県では、今後、１５歳未満の年少人口と１５歳から６４歳までの生産年齢人

口の割合はますます減少することが予測されています。 

一方、６５歳以上の老年人口は、平成３７年（２０２５年）には２０３万人に

増加する見通しです。特に７５歳以上の人口は、平成２７年（２０１５年）から

１０年間で約１．６倍の１２１万人に増加する見通しです。 

本県の高齢化率（総人口に占める６５歳以上人口の割合）は、平成２７年（２

０１５年）の国勢調査によると、全国平均の２６．６％に対し、２４．８％と全

国で６番目に低い状況となっています。今後、平成３７年（２０２５年）には約

２８％、平成４７年（２０３５年）には約３２％になると推計されています。 

 

第３節 人口動態 

１ 出生 

平成２８年（２０１６年）の出生数は５４，４４７人、人口千人当たりの出生

数（出生率）は７．６人となっており、全国より０．２人下回っています。 
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出生率の年次推移をみると、第２次ベビーブームの昭和４６年（１９７１年）

及び昭和４７年（１９７２年）の２４．０人以降低下を続け、平成元年（１９８

９年）に１０．１人となりました。その後も緩やかな低下傾向が続いています。 

 

２ 死亡 

平成２８年（２０１６年）の死亡数は６３，４６６人、人口千人当たりの死亡

数（死亡率）は８．９人となっており、全国より１．６人下回っています。 

死亡率の年次推移をみると、昭和３８年（１９６３年）の６．８人以降全国平

均を下回り、低下傾向が続きましたが、昭和６１年（１９８６年）の４．５人以

降上昇傾向に転じています。 

(1) 主要死因別死亡 

平成２８年（２０１６年）の死因別死亡数は、悪性新生物（がん）、心疾患

及び脳血管疾患のいわゆる三大生活習慣病が３４，３３３人で、人口十万人当

たりの死亡数は４７８．９人となっており、死亡総数の５４．１％を占めてい

ます。 

ア 悪性新生物（がん）による死亡 

昭和５６年（１９８１年）以降死因順位の第１位を占めるとともに、一貫

して増え続け、平成２８年（２０１６年）には人口十万人当たりの死亡数は

２６７．１人となっており、死亡総数の３０．２％を占めています。 

イ 心疾患による死亡 

昭和６０年（１９８５年）に脳血管疾患と入れ替わって死因の第２位とな

り、その後も緩やかに上昇を続けていました。平成７年（１９９５年）の死

亡診断書の記載方法改正による影響等から一時減少しましたが、平成９年（１

９９７年）から再び増加傾向に転じています。平成２８年（２０１６年）に

は人口十万人当たりの死亡数は１３９．９人となっており、死亡総数の１５．

８％を占めています。 

ウ 脳血管疾患による死亡 

昭和２４年（１９４９年）以降死因の第１位を占めてきましたが、昭和３

６年（１９６１年）をピークに低下を続け、昭和５６年（１９８１年）には

悪性新生物（がん）と入れ替わって第２位となりました。その後も低下傾向

が続き、昭和６０年（１９８５年）には心疾患と入れ替わって第３位、平成

２３年（２０１１年）には肺炎と入れ替わって第４位となりました。平成２

８年（２０１６年）には人口十万人当たりの死亡数は７２．０人となってお

り、死亡総数の８．１％を占めています。 

(2) 乳児死亡及び新生児死亡 

平成２８年（２０１６年）の乳児死亡数は１１８人で、出生千人当たりの乳
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児死亡数（乳児死亡率）は２．２人となっています。 

このうち、新生児死亡数は５２人で、出生千人当たりの死亡数（新生児死亡

率）は１．０人となっています。 

乳児死亡率及び新生児死亡率の年次推移をみると、一時的に上昇している年

もありますが、長期的には低下傾向にあります。 

(3) 周産期死亡 

平成２８年（２０１６年）の周産期死亡数は１８５人（胎）、出産千人（胎）

当たりの周産期死亡数（周産期死亡率）は３．４人（胎）となっています。 

周産期死亡率の年次推移をみると、長期的には低下傾向にあります。 

 

第４節 住民の受療状況 

１ 健康寿命 

本県では、「６５歳に達した人が健康で自立した生活を送ることができる期間（「要

介護２」以上になるまでの期間）」を健康寿命としています。 

本県の平成２７年（２０１５年）の健康寿命は、男性１７．１９年、女性２０．

０５年となっています。この１０年間で男性は１．１９年、女性は１．１３年延

びています。 

 

２ 受療等の状況 

(1) 受療率 

ア 入院・外来受療率 

県民の人口十万人当たりの推計入院患者数（入院受療率）は７２３人（全

国１，０３８人）であり、都道府県の中で、低率順で第１位の神奈川県に次

いで第２位となっています。 

人口十万人当たりの推計外来患者数（外来受療率）は４，９７４人（同５，

６９６人）であり、低率順で第１位の沖縄県、第２位の千葉県、第３位の石

川県、第４位の富山県に次いで第５位となっています。 

イ 医療施設種類別入院・外来受療率 

県民の入院受療率を医療施設の種類別にみると、病院７０７人（全国１，

００２人）、一般診療所１６人（同３６人）となっています。 

外来受療率についてみると、病院１，１６１人（同１，２９２人）、一般

診療所２，８３１人（同３，３３１人）、歯科診療所９８２人（同１，０７

３人）となっています。 

ウ 傷病大分類別受療率 

傷病大分類別に人口十万人当たりの推計患者数をみると、入院では「循環

器系の疾患」が１３８人と最も多くなっています。次いで「精神及び行動の



- 8 - 

 

障害」の１３５人、「新生物」の９１人の順となっています。 

外来では、「消化器系の疾患」が９８３人と最も高く、次いで「循環器系

の疾患」の６３４人、「筋骨格系及び結合組織の疾患」の５１７人の順とな

っています。 

エ 性・年齢階級別受療率 

人口十万人当たりの推計患者を性別にみると、男性では入院が６８７人、

外来が４，３１１人、女性では入院が７６０人、外来が５，６３８人となっ

ています。 

これを年齢階級別にみると、男性は、入院では５～１４歳の６１人を最低

に、外来では１５～２４歳の１，５９６人を最低として、年齢とともに上昇

傾向を示しています。女性は、男性同様、入院では５～１４歳の４９人、外

来では１５～２４歳の２，２４１人を最低に、おおむね年齢とともに上昇傾

向を示しています。 

(2) 病院病床の利用状況 

平成２７年（２０１５年）の病院の入院患者の平均在院日数は、全国の２９．

１日と同じ２９．１日（在院日数の短い方からの全国順位で第１８位）となっ

ています。このうち介護療養病床を除く平均在院日数は、全国の２７．９日に

対し、２８．４日（同第２０位）となっています。 

病床利用率を病床種別にみると、一般病床では全国の７５．０％に対し、７

４．６％（全国高率順位第２７位）となっています。療養病床では全国の８８．

８％に対し、８８．５％（同第２４位）となっています。精神病床では全国の

８６．５％に対し、９０．２％（同第５位）、結核病床では全国の３５．４％

に対し、３２．１％（同第２１位）となっています。 

(3) 入院患者数 

平成２６年（２０１４年）の患者調査によると、調査日当日に、県内の医療

施設で受療した入院患者の総数は５１，１００人となっています。このうち県

民は４４，６００人（８７．３％）となっています。 

県外からの流入患者は、６，５００人（１２．７％）であり、主な流入元は、

東京都（４，７００人）、千葉県（５００人）、群馬県（３００人）、神奈川

県（２００人）、茨城県・栃木県（各１００人）となっています。 

また、入院受療した県民の総数は５２，３００人で、県外の医療施設で受療

した県民は７，７００人（１４．７％）となっています。 

県外への主な流出先は、東京都（５，１００人）、群馬県（８００人）、千

葉県（７００人）、茨城県（３００人）、神奈川県・栃木県（各２００人）と

なっています。 

(4) 外来患者数 
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県内の医療施設で受療した外来患者の総数は３３９，０００人となっていま

す。このうち県民は３２５，０００人（９５．９％）となっています。 

県外からの流入外来患者は１４，０００人（４．１％）であり、主な流入元

は東京都（５，２００人）、千葉県（８００人）、群馬県（５００人）、茨城

県・神奈川県（各３００人）、栃木県（２００人）となっています。 

また、外来受療した県民の総数は３６０，１００人で、県外の医療施設で受

療した県民は３５，１００人（９．７％）となっています。 

県外への主な流出先は、東京都（３０，２００人）、群馬県（２，２００人）、

千葉県（５００人）、栃木県（３００人）、神奈川県（２００人）、茨城県（１

００人）となっています。 

 

第５節 医療提供施設等の状況 

１ 保健衛生施設 

(1) 保健所 

県が設置する保健所（１３か所）は、県民の健康と生活を守る地域保健の広

域的・専門的・技術的拠点としての役割を果たしています。また、市町村や地

域の保健・医療・福祉関係機関と連携して、この計画を推進する役割を有して

います。 

県のほか、地方自治法に定める指定都市及び中核市（さいたま市、川越市、

越谷市（平成３０年（２０１８年）４月から川口市））も保健所を設置してい

ます。 

(2) 市町村保健センター 

市町村保健センターは、地域の住民に対し、健康相談、保健指導及び健康診

査その他地域保健に関し必要な事業を行うことを目的として全市町村に設置さ

れています。 

(3) その他の施設 

ア 埼玉県衛生研究所 

衛生研究所は、本県の衛生行政の科学的、技術的中核機関です。関係行政

部局と緊密な連携の下に、公衆衛生の向上を図るため、調査研究、試験検査、

研修指導及び公衆衛生の情報等の収集、解析、提供を行っています。 

イ 埼玉県食肉衛生検査センター 

食肉衛生検査センターは、安全な食肉・食鳥肉を供給するための検査施設

です。主な業務として、県内のと畜場と大規模食鳥処理場に検査員を配置し、

と畜検査、食鳥検査により病気の排除を行うとともに、獣畜・家禽等に由来

する感染症や寄生虫の検査を行います。 

また、食肉衛生検査センター（本所）では肉眼検査で判定が難しい病気の
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精密検査や肉に残留する動物用医薬品の検査を行っています。 

また、と畜場や食鳥処理場へのＨＡＣＣＰによる衛生管理の導入を推進し、

食肉・食鳥肉の衛生の向上に努めています。 

ウ 埼玉県動物指導センター 

動物指導センターは、どうぶつ愛護教室などを通した、命を慈しむ心の醸

成や、しつけ方教室などによる動物の正しい飼い方の普及啓発を行っていま

す。 

また、動物由来感染症予防の啓発や社会福祉施設等でのアニマルセラピー

活動などを行っています。 

エ 埼玉県県民健康福祉村 

県民健康福祉村は、健康づくりの拠点施設として、県民に健康づくりの場

を提供するとともに、プールやスタジオを活用して健康づくり事業を実施し

ています。また、健康運動指導者の養成・研修など市町村が実施する健康づ

くり事業を支援しています。 

 

２ 医療施設 

(1) 病院 

平成２８年（２０１６年）１０月１日現在（医療施設調査）の病院は３４２

施設であり、人口十万人当たりでは、全国の６．７施設に対し４．７施設とな

っています。 

開設主体別の内訳は、国立・公的病院２９施設、民間病院３１３施設となっ

ています。 

(2) 一般診療所 

平成２８年（２０１６年）１０月１日現在の一般診療所は４，２２５施設で

あり、人口十万人当たりでは、全国の８０．０施設に対し５８．０施設となっ

ています。 

(3) 歯科診療所 

平成２８年（２０１６年）１０月１日現在の歯科診療所は３，５４６施設で

あり、人口十万人当たりでは、全国の５４．３施設に対し４８．６施設となっ

ています。 

(4) 薬局 

平成２８年（２０１６年）３月３１日現在の薬局は、２，７６５施設であり、

人口十万人当たりでは、全国の４５．９施設に対し３８．１施設となっていま

す。 

 

３ 保健医療従事者 
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(1) 医師 

平成２８年（２０１６年）１２月３１日現在、県内の届出医師は１２，１７

２人となっています。 

(2) 歯科医師 

平成２８年（２０１６年）１２月３１日現在、県内の届出歯科医師は５，２

９３人となっています。 

(3) 薬剤師 

平成２８年（２０１６年）１２月３１日現在、県内の届出薬剤師は１５，１

００人となっています。 

(4) 保健師 

平成２８年（２０１６年）１２月３１日現在、県内で従事している保健師は

２，０６７人となっています。 

(5) 助産師 

平成２８年（２０１６年）１２月３１日現在、県内で従事している助産師は

１，５７３人となっています。 

(6) 看護師及び准看護師 

平成２８年（２０１６年）１２月３１日現在、県内で従事している看護師は

４６，４１６人、准看護師は１４，４３５人となっています。 

(7) 歯科衛生士 

平成２８年（２０１６年）１２月３１日現在、県内で従事している歯科衛生

士は５，８２１人となっています。 

(8) 歯科技工士 

平成２８年（２０１６年）１２月３１日現在、県内で従事している歯科技工

士は１，１５３人となっています。 

(9) 管理栄養士及び栄養士 

平成２９年（２０１７年）３月３１日現在、県内の給食施設に従事している

管理栄養士は１，９９５人、栄養士は２，６５８人となっています。 

(10) 精神保健福祉士 

平成２９年（２０１７年）６月３０日現在、県内に住所を有する精神保健福

祉士は４，１５４人となっています。 

(11) その他の医療従事者 

ア 病院の医療従事者 

平成２８年（２０１６年）１０月１日現在、県内の病院で従事している主

な専門職員（常勤換算数）は、理学療法士３，２５６．５人、作業療法士１，

６９６．１人、視能訓練士１８９．３人、言語聴覚士６３９．４人、診療放

射線技師及び診療エックス線技師１，９８３．２人、臨床検査技師及び衛生
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検査技師２，３８４．８人、臨床工学技士９８２．８人などとなっています。 

イ 一般診療所の医療従事者 

平成２６年（２０１４年）１０月１日現在、県内の一般診療所で従事して

いる主な専門職員（常勤換算数）は、理学療法士４１２．６人、作業療法士

７８．０人、視能訓練士１７６．１人、言語聴覚士２０．５人、診療放射線

技師及び診療エックス線技師４６８．２人、臨床検査技師及び衛生検査技師

４８７．９人、臨床工学技士３８２．１人などとなっています。 

 

第６節 医療費の概況 

１ 医療費の状況 

平成２７年度（２０１５年度）の本県の医療費（総額）は２兆１，１３９億円、

うち高齢者医療費は６，３９４億円であり、高齢化の進展や医療技術の高度化等

に伴い、平成２０年度（２００８年度）の本県の医療費（総額）１兆６，３９３

億円、うち高齢者医療費３，８０９億円に対し、それぞれ約１．３倍、１．７倍

に増加しています。 

 

２ 一人当たりの医療費の状況 

平成２７年度（２０１５年度）の本県における一人当たり医療費は２９万１千

円、全国平均は３３万３千円であり、全国で最も低額となっています。 

平成２７年度（２０１５年度）の本県における一人当たり後期高齢者医療費は

８６万円、全国平均は９４万９千円であり、全国で１５番目に低額となっていま

す。また、本県の対前年度伸び率は１．３％であり、全国平均の１．８％に対し、

やや低くなっています。 

平成２７年度（２０１５年度）の６５歳以上の一人当たり医療費の全国平均は

７４万２千円であり、６５歳未満の一人当たり医療費の１８万円に対し、４倍以

上となっています。 

 

第３章 医療圏 

第１節 医療圏の設定 

医療法第３０条の４第２項は、医療計画に定めるべき事項を掲げています。その

一つとして、同項第１２号は、主として病院及び診療所の病床の整備の単位となる

区域の設定を掲げています。 

また、同項第１３号は、第１２号で定めた区域を複数併せた、より広域的な区域

の設定も掲げています。これは、特殊な医療を提供する病院の療養病床又は一般病

床の整備の単位となる区域とされています。 

本県では、第１次の医療計画で、一次、二次、三次の保健医療圏を設定し、以来、
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この医療圏ごとに病床等をはじめとする保健医療サービス提供体制の整備を図って

きました。 

この計画においては、二次保健医療圏を医療法第３０条の４第２項第１２号の区

域、三次保健医療圏を同項第１３号の区域として設定します。 

 

１ 一次保健医療圏 

一次保健医療圏は、県民が医師等に最初に接し、診療や保健指導を受ける圏域

です。日常生活に密着した保健医療サービスが提供され、完結するよう、おおむ

ね市町村の区域としています。 

高齢者の医療の確保に関する法律で、県民に対する特定健診・保健指導は、保

険者の役割として明確化されています。市町村は国民健康保険の保険者であるこ

とから、一次保健医療圏は特定健診・保健指導の基礎的な区域にもなっています。 

 

２ 二次保健医療圏 

二次保健医療圏は、病院における入院医療の提供体制を整備することが相当と

認められる地域の単位です。 

本県では、県の総合計画である「埼玉県５か年計画」において設定された１０

の地域区分を二次保健医療圏としています。 

また、保健医療サービスの一層の充実を図るため、人口や面積の大きい二次保

健医療圏に副次圏を設定しています。 

二次保健医療圏の区域は次のとおりです。 

二次保健医療圏 圏域内市町村 
（参考） 

圏域内保健所 

南部保健医療圏 川口市・蕨市・戸田市 

南部保健所 

川口市保健所 

( 平成３０年４月予定 ） 

南西部保健医療圏 
朝霞市・志木市・和光市・新座市・富士見市・ 

ふじみ野市・三芳町 
朝霞保健所 

東部保健医療圏 

副 

次 

圏 

東部(北)保健医療圏 春日部市・越谷市・松伏町 
春日部保健所 

越谷市保健所 

東部(南)保健医療圏 草加市・八潮市・三郷市・吉川市 草加保健所 

さいたま保健医療圏 さいたま市 さいたま市保健所 

県央保健医療圏 鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町 鴻巣保健所 

川越比企保健医療圏 

副 

次 

圏 

川越比企(北)保健医療圏 
東松山市・滑川町・嵐山町・小川町・川島町・ 

吉見町・ときがわ町・東秩父村 
東松山保健所 

川越比企(南)保健医療圏 
川越市・坂戸市・鶴ヶ島市・毛呂山町・ 

越生町・鳩山町 

坂戸保健所 

川越市保健所 
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西部保健医療圏 所沢市・飯能市・狭山市・入間市・日高市 狭山保健所 

利根保健医療圏 

副 

次 

圏 

利根(北)保健医療圏 行田市・加須市・羽生市 加須保健所 

利根(南)保健医療圏 
久喜市・蓮田市・幸手市・白岡市・宮代町・ 

杉戸町 
幸手保健所 

北部保健医療圏 

副 

次 

圏 

北部(東)保健医療圏 熊谷市・深谷市・寄居町 熊谷保健所 

北部(西)保健医療圏 本庄市・美里町・神川町・上里町 本庄保健所 

秩父保健医療圏 秩父市・横瀬町・皆野町・長 町・小鹿野町 秩父保健所 

 

３ 三次保健医療圏 

三次保健医療圏は、専門的かつ特殊な保健医療サービスを提供するものです。

最も広域的な対応が必要となるため、埼玉県全域の区域としています。 

 

第２節 事業ごとの医療圏 

１ 救急医療圏 

(1) 本県の救急医療体制は、病気やけがの症状の度合いに応じ、次の体制を整備

しています。 

ア 外来治療を必要とする軽症の救急患者に対する初期救急医療体制 

イ 入院治療を必要とする重症の救急患者に対応する第二次救急医療体制 

ウ 重篤な救急患者に対応する第三次救急医療体制 

(2) 初期救急医療は、在宅当番医制、休日夜間急患センター、休日歯科診療所及

び在宅歯科当番医により実施されています。 

(3) 第二次救急医療は、第二次救急医療圏ごとに病院群輪番制方式により実施さ

れています。 

 第二次救急医療圏の区域は次のとおりです。 

第二次救急医療圏 圏域内市町村 

さいたま さいたま市 

中央 鴻巣市・上尾市・桶川市・北本市・伊奈町 

川越 川越市・富士見市・ふじみ野市・三芳町・川島町 

比企 東松山市・滑川町・嵐山町・小川町・吉見町・ときがわ町・東秩父村 

児玉 本庄市・美里町・神川町・上里町 

熊谷・深谷 熊谷市・行田市・深谷市・寄居町 

所沢 所沢市・狭山市・入間市 

朝霞 朝霞市・志木市・和光市・新座市 

戸田・蕨 蕨市・戸田市 
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川口 川口市 

東部北 加須市・羽生市・久喜市・蓮田市・幸手市・白岡市・宮代町・杉戸町 

東部南 春日部市・草加市・越谷市・八潮市・三郷市・吉川市・松伏町 

坂戸・飯能 飯能市・坂戸市・鶴ヶ島市・日高市・毛呂山町・越生町・鳩山町 

秩父 秩父市・横瀬町・皆野町・長 町・小鹿野町 

(4) 第三次救急医療は、高度救命救急センター、救命救急センター及び小児救命

救急センターが担っています。 

ア 高度救命救急センター及び救命救急センター 

施設名 運営開始時期 

さいたま赤十字病院高度救命救急センター 
昭和５５年７月 

（高度救命は平成２９年１月） 

埼玉医科大学総合医療センター高度救命救急センター 
昭和６２年４月 

（高度救命は平成１１年３月） 

深谷赤十字病院救命救急センター 平成 ４年４月 

防衛医科大学校病院救命救急センター 平成 ４年９月 

川口市立医療センター救命救急センター 平成 ６年５月 

獨協医科大学埼玉医療センター救命救急センター 平成１０年５月 

埼玉医科大学国際医療センター救命救急センター 平成２０年６月 

自治医科大学附属さいたま医療センター救命救急センター 平成２８年４月 

イ 小児救命救急センター 

施設名 運営開始時期 

埼玉医科大学総合医療センター小児救命救急センター 平成２８年３月 

埼玉県立小児医療センター小児救命救急センター 平成２９年１月 

 

２ 精神科救急医療圏 

本県の精神科救急医療体制は、県内を二つの圏域に区分し、輪番医療機関と常

時対応施設により実施されています。 

 

第４章 基準病床数 

第１節 基準病床数 

基準病床数は、医療法第３０条の４第２項第１４号の規定に基づき定めるもので

す。既存病床数が基準病床数を超える場合には、原則として病床の新設又は増加が

抑制されます。 

ただし、診療所の療養病床又は一般病床については、医療法施行規則第１条の１

４第７項第１号から第３号までに該当するものとして医療審議会の議を経たときは、

届出により設置することができます。 
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なお、届出により療養病床又は一般病床を設置し又は設置予定の診療所の名称に

ついては、県ホームページにより公表します。 

 

１ 療養病床及び一般病床 

療養病床及び一般病床の病床数は、医療法施行規則に基づき、二次保健医療圏

ごとに定めることとされています。 

新たな病床の整備は、原則として、二次保健医療圏ごとに基準病床数を上限と

して行います。 

（参 考） 

二次保健医療圏 
基準病床数 

（平成３０～３２年度） 

 
既存病床数 

南 部 保 健 医 療 圏   ４，４５９ 

南西部保健医療圏   ４，５００ 

東 部 保 健 医 療 圏   ７，７３４ 

さいたま保健医療圏   ７，８２５ 

県 央 保 健 医 療 圏 (調整中）  ３，１９６ 

川越比企保健医療圏   ６，７８６ 

西 部 保 健 医 療 圏   ７，４６６ 

利 根 保 健 医 療 圏   ４，０７７ 

北 部 保 健 医 療 圏   ３，６０４ 

秩 父 保 健 医 療 圏   ７５９ 

計   ５０，４０６ 

（平成２９年３月末現在） 

基準病床数については、医療法第３０条の６の規定に基づき、在宅医療等に関

する計画との整合を図るため平成３２年度（２０２０年度）で見直しを行い、必

要に応じて計画を変更します。 

また、病床の整備を行う際には、地域の実情に応じた質が高く効率的な医療提

供体制を目指す観点から、医療法第３０条の１４第１項に規定する協議の場（地

域医療構想調整会議）における議論を踏まえるものとします。 

 

２ 精神病床、結核病床及び感染症病床 

病院の精神病床、結核病床及び感染症病床の病床数は、医療法施行規則に規定

する算定式に基づき、県の区域（三次保健医療圏）ごとに定めることとされてい

ます。 

（参 考） 
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医療圏 病床種別 
基準病床数 

（平成３０～３２年度） 
 既存病床数 

全県域 

精 神 病 床 １３，１４０  １３，９３８ 

結 核 病 床 １００  １３０ 

感染症病床 ８５  ７４ 

（平成２９年３月末現在） 

基準病床数については、平成３２年度（２０２０年度）で見直しを行い、必要

に応じて計画を変更します。 

 

第５章 計画の推進体制と評価 

第１節 計画の推進体制と役割 

１ 各保健医療圏における推進体制 

(1) 一次保健医療圏における推進体制 

市町村は、当該地域の保健・医療・福祉の関係団体、県の保健所等との連携

を図りながら、計画の推進に努めます。 

また、医療保険者として特定健康診査、特定保健指導の実施体制の充実強化

に努めます。 

(2) 二次保健医療圏における推進体制 

各圏域別に保健医療関係者、医療保険者、行政関係者の代表等により構成す

る「地域保健医療・地域医療構想協議会」を設置しています。同協議会では、

地域保健医療計画及び地域医療構想の達成を推進するために必要な事項につい

て協議を行います。 

(3) 三次保健医療圏における推進体制 

保健医療関係者、医療保険者、医療受給者としての県民の代表等により構成

する「埼玉県地域保健医療計画等推進協議会」で、計画推進に必要な重要事項

を協議します。 

「埼玉県医療審議会」では、本県の医療を提供する体制の確保に関する重要

事項を調査・審議します。 

「埼玉県医療対策協議会」では、本県の救急医療や周産期医療など救急医療

等確保事業に係る医療従事者の確保に関する事項等について協議します。 

 

２ 実施主体の役割 

(1) 県 

ア 県（関係部局） 

県は、県民の健康を保健・医療の両面から支援するため、県民や関係団体

等の理解と協力を得て、この計画の推進に努めます。 
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推進に当たっては、第１節１(3)に記した埼玉県地域保健医療計画等推進協

議会において、計画推進に関する協議を行うほか、計画全体の進行管理等を

行います。 

イ 保健所 

保健所は、市町村での対応が困難な精神保健や難病対策、感染症対策など

の対人保健サービスや、食品衛生・薬事衛生・生活環境などのいわゆる対物

サービスに関する業務を行っています。 

また、災害時や大規模な感染症の集団感染などが発生した際には、健康危

機管理の拠点としての役割を担います。 

さらに、地域の実情に応じた医療機能の分化・連携や地域包括ケアシステ

ムの構築を進めるための調整役としての役割も期待されています。 

こうした役割を果たすために、地域保健の広域的・専門的・技術的拠点と

しての機能を強化するとともに、地域の医療機関や介護・福祉施設、学校、

職域、非営利組織（ＮＰＯ）などとの連携を図っていきます。 

また、地域の保健医療福祉に関する情報センターとして、情報の収集・分

析・広報に努めるとともに、保健医療従事者への研修などに取り組みます。 

(2) 市町村 

住民に身近な市町村の保健活動は、この計画の推進のためにますます重要と

なっています。 

住民の生活習慣病予防や健康づくりの体制、保健医療福祉の総合的窓口機能

の整備・充実が求められています。 

高齢者の医療の確保に関する法律で、住民に対する特定健康診査・保健指導

は、保険者の役割とされています。市町村には国民健康保険の保険者として、

実施率向上に有効な取組体制の整備・充実が求められています。 

このため、市町村は、健康相談、特定健診・保健指導などの計画的な事業実

施、保健センター等の充実に努めます。さらに、保健師、栄養士など専門職員

の計画的な確保・養成、地域包括ケア体制などの地域保健、介護・福祉サービ

スの推進に努めます。 

また、保健所を設置する市においては、地域保健医療に関する企画調整等の

機能を有する保健所を中核として、住民のニーズに合致した総合的な保健医療

施策を実施することとします。 

さらに、市町村は、初期救急と第二次救急のうち病院群輪番制（大人）の整

備主体として、その充実に努めます。 

(3) 保健医療関係団体等 

医師会、歯科医師会、薬剤師会等の団体、保険者や健康診査等の実施機関、

衛生関係団体に対する県民の期待は大きく、地域における保健医療の推進のた
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め、専門的な立場からの協力が求められています。 

効率的な保健医療サービスの提供を図るためには、医療機能の分化と連携の

推進が不可欠であることから、それぞれの機能を尊重し、相互の連携を密にし

て医療連携体制の構築に努めます。 

また、研究・研修体制の充実などを行い、医療従事者の資質の向上と養成確

保に努めます。 

(4) 県民 

健康で生きがいを持って生活を送るためには、県民一人一人が自分の健康は

自分で守るとの認識に立って、健康管理を積極的に進めることが重要です。 

また、患者も医療の担い手であるという意識を持って、医療情報の入手、自

らの医療内容の理解、治療に対する意思表示などを積極的に行っていく必要が

あります。 

さらに、限りある資源である救急医療を安心して利用できるよう、救急医療

機関の適切な受診や救急車の適正な利用等を心掛ける必要があります。 

 

第２節 評価及び見直し 

本計画で定める目標を達成するためには、県民、関係機関、団体等の理解と協力

の下、着実に各種施策の推進を図ることが必要です。そのため、目標の設定に当た

っては、計画の進捗状況が県民に的確に伝わるよう、できるだけ数値化した指標を

用いています。 

本計画の進捗状況は、毎年度、埼玉県地域保健医療計画等推進協議会において確

認を行うとともに、数値目標の達成状況を評価します。その結果に基づいて必要な

対策の実施につなげるＰＤＣＡサイクルを活用することで、計画された施策を着実

に推進するよう努めます。 

なお、計画の進捗が不十分である場合など、必要があると認めるときは取組内容

の見直し等を行います。 

 

第３節 進捗状況及び評価結果の周知方法 

本計画の進捗状況は、ホームページで広く県民や関係者に公表します。 

また、県政出前講座等を通じ、計画の趣旨や取組の状況、進捗状況の評価などに

ついて周知を図ります。 

 

第２部 くらしと健康 

第１章 ライフステージに応じた健康づくり 

第１節 健康づくり対策 

１ 目指すべき姿 
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生活習慣病予防など健康づくり対策を推進することにより、誰もが、健康で、

生き生きと暮らすことができるようになることを目指します。 

 

２ 現状と課題 

いつまでも健康を実感しながら、生き生きとした生活を送ることは県民一人一

人の願いです。 

急速な高齢化の進展に伴い、がん、心臓病などの生活習慣病患者や要介護者の

増加などが懸念されています。 

食生活の変化、ＩＴ化の進展など生活様式や社会環境が大きく変化したことが

肥満やストレス等を誘発しています。これらが高血圧症や糖尿病などの生活習慣

病の増加にもつながっています。 

生活習慣や生活環境の変化により、気管支ぜん息やアトピー性皮膚炎、アレル

ギー性鼻炎などのアレルギー疾患患者は増加しています。 

高齢社会においては、健康で自立した生活を送ることができる期間、いわゆる

健康寿命をできる限り伸ばしていくことが必要です。 

このためには、県民一人一人が、主体的に望ましい生活習慣を身に付ける必要

があります。また、健康管理に留意するなど、生涯を通じて健康づくりに取り組

むことが重要です。 

県では、健康増進法が定める健康増進計画である埼玉県健康長寿計画等を策定

し、推進しています。 

健康づくりのためには、栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及

び歯・口腔
くう

について、望ましい生活習慣の実践が必要です。 

適正な生活習慣の形成には、行政はもとより、家庭、地域、学校、団体・企業

などが一体となって健康づくり運動を展開することが必要です。 

歯科口腔
くう

では、歯の喪失・歯周病とがん、心疾患、脳卒中、糖尿病などの生活

習慣病、歯・口腔
くう

と全身の健康との関連性が指摘されていることから、歯科口腔
くう

保健の向上に向けた取組が重要です。 

介護保険法に基づき、市町村では、介護予防の取組が進められています。高齢

者自らが要介護状態になることを予防するため、健康保持に努めることが必要で

す。 

さらに、健康づくりを支援する人材の育成が必要です。 

 

３ 課題への対応 

(1) 地域、学校、団体・企業等が連携し、県民主体の健康づくり体制の充実を図

ります。 

(2) 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、歯・口腔
くう

等に関する望ましい生活習
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慣の確立を図ります。 

(3) アレルギー疾患に対し適切な医療が受けられるよう、医療提供体制や情報提

供体制等を整備します。 

(4) 介護保険法に基づく介護予防事業を推進します。 

(5) 健康的な食生活を支えるための情報提供体制等、食環境の整備を進めます。 

(6) 健康づくりのためのマンパワーの確保を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 生活習慣病を予防する健康づくり対策の推進 

(2) 勤労者のメンタルヘルス対策の充実 

(3) 特定健康診査・特定保健指導など生活習慣病を予防する取組の支援 

(4) 禁煙支援・受動喫煙防止対策の推進 

(5) 食育の推進 

(6) アレルギー疾患対策の充実 

(7) 介護予防の推進 

(8) 特定給食施設等の指導強化 

(9) 健康づくり支援のための人材育成 

 

５ 指標 

(1) 健康寿命（６５歳に到達した人が「要介護２」以上になるまでの期間） 

現状値 男 １７．１９年 → 目標値 男 １７．７９年 

女 ２０．０５年       女 ２０．４０年 

（平成２７年）        （平成３５年） 

(2) 日常生活に制限のない期間の平均（年） 

現状値 男 ７１．３９年 → 目標値 男 ７３．２４年 

女 ７４．１２年       女 ７６．８３年 

（平成２５年）        （平成３４年） 

 

第２節 歯科保健対策 

１ 目指すべき姿 

口腔
くう

内と全身の健康状態の保持・増進のため、誰もが生涯を通じた歯と口腔
くう

の

健康づくりを実践し、定着することを目指します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 生涯を通じた歯・口腔
くう

の健康づくり 

歯・口腔
くう

の健康と機能は、がん、心疾患、脳卒中、糖尿病などの生活習慣病、
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認知症との関連性が指摘されており、健康寿命の延伸やＱＯＬ（生活の質）の

向上のために基礎的かつ重要な要素となります。しかし、現状では多くの人が

う蝕
しょく

や歯周病に罹
り

患し、５０歳代から歯を失う傾向が大きくなっています。 

歯や口腔
くう

の健康状態を保持増進し８０歳で２０本以上の歯を保有することを

スローガンとした８０２０運動を展開するとともに、口腔
くう

清掃や定期健康診査

を生活習慣として定着させることが重要です。 

また、ライフステージに沿って、きめ細かな歯科保健サービス提供体制を構

築し、生涯にわたって健やかな生活が確保されるよう、歯科口腔
くう

保健の推進に

関する条例に基づく歯科保健医療対策を推進する必要があります。 

(2) 母子歯科保健・学校歯科保健対策の推進 

本県の乳幼児のう蝕
しょく

有病者率は減少傾向にありますが、う蝕
しょく

有病者率等に

地域格差の拡大が認められるなど、対策の成果は十分ではない状況です。 

さらに、児童生徒のう蝕
しょく

保有率については、減少傾向にあるものの依然と

して高い値を示す地域が認められ、地域間格差及び個人間格差といった課題が

あります。う蝕
しょく

は、学習能率の妨げになるばかりでなく、健康な身体をつく

り上げるための食生活にも影響を与えます。 

う蝕
しょく

予防は妊娠期や子育て期からの取組が重要です。一方で、う蝕
しょく

は生活

環境やそれを取り巻く社会的環境の影響を受けやすい側面を持っています。多

くの調査・研究から、フッ化物応用法は、個人及び地域において取り組むう蝕
しょく

予防方法として効果があることが分かっています。 

個人レベルで予防対策を高める方法に家庭での歯・口腔
くう

の健康管理（セルフ・

ケア）があります。このほか、歯科診療所での専門家が実施するプロフェッシ

ョナル・ケアや地域全体で健康を支援する地域保健（コミュニティ･ケア）の方

法があります。これらの実践による総合的なう蝕
しょく

予防対策を進めることが重

要です。 

(3) 成人歯科保健医療対策の推進 

２０歳以降は、歯の喪失原因である歯周病の急増する時期であり、特に、４

０歳以降の抜歯原因の４０～５０％が歯周病です。また、５０歳代以降､喪失歯

が急増することを考慮すると、この時期の歯周病対策が重要です。 

歯周病予防等のために、歯・口腔
くう

の健康管理（セルフ・ケア）としての積極

的な口腔
くう

清掃をはじめとする生活習慣の改善と必要に応じた歯科医療機関での

管理が求められています。加えて、それらを支援するための効果的な保健指導

等の基盤整備を進める必要があります。 

併せて歯の喪失・歯周病及び口腔
くう

機能の低下とがん、心疾患、脳卒中、糖尿

病などの生活習慣病、認知症との関連性、全身と歯の健康の関連性が指摘され

ており、歯科と医科などとの連携もより一層重要になっています。 
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(4) 高齢者や障害者に対する歯科保健医療体制の確保 

要介護を含む高齢者や障害（児）者等は歯科受診が困難である場合が多く、

口腔
くう

内の状態は一般的に悪化しやすい状況にあります。 

このため、歯科疾患に悩む要介護を含む高齢者や障害（児）者等の歯科保健

医療対策を推進し、歯・口腔
くう

の健康を保持し口腔
くう

機能の維持・回復を図るとと

もに、肺炎の予防やフレイルの予防（低栄養防止等）をする必要があります。 

 

３ 課題への対応 

(1) 県民が自分自身で歯・口腔
くう

の健康管理（セルフ・ケア）ができる能力を身に

付けることができるようになるための生涯を通じた歯科保健医療対策を充実し

ます。 

(2) 乳幼児及び児童生徒のう蝕
しょく

予防を推進するための歯科保健医療対策の充実

を図ります。 

(3) 成人期以降の歯の喪失・歯周病及び口腔
くう

機能低下予防のための定期歯科健診

の推進と歯科保健指導をはじめとする歯・口腔
くう

の健康管理（セルフ・ケア）に

対する支援に向けた基盤整備を図るとともに、歯周病とがん、心疾患、脳卒中、

糖尿病などの生活習慣病、認知症の予防に向けた医科歯科の連携を進めます。 

(4) 要介護者を含む高齢者や障害（児）者等の歯科保健医療対策の充実、在宅歯

科医療の推進を担う地域在宅歯科医療推進拠点の充実を図ります。 

(5) 地域在宅歯科医療推進拠点における各種研修の充実、歯科医師の指導の下で

行われる当該拠点の歯科衛生士による口腔
くう

アセスメントの充実など、在宅歯科

医療の推進を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 県民の歯の自己管理能力の確立 

(2) 歯科保健事業の評価 

(3) 地域での歯科保健医療体制の整備 

(4) 小児期からの歯の喪失防止に向けた取組をはじめ各ライフステージにおける

歯科口腔
くう

保健の推進 

(5) かかりつけ歯科医の定着促進 

(6) フッ化物洗口をはじめとするフッ化物応用の普及・拡大 

(7) 医科歯科連携の推進 

(8) 要介護を含む高齢者、障害（児）者等に対する歯科保健医療体制の整備、地

域在宅歯科医療推進拠点の充実 

 

５ 指標 
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(1) １２歳児でのう蝕
しょく

のない者の割合の増加 

現状値 ６７．７％ → 目標値 ７８．１％ 

（平成２７年度）    （平成３５年度） 

(2) 生活習慣病（がん、心疾患、脳卒中など）、認知症に対応可能な歯科医療機

関数 

現状値 ８０８機関 → 目標値 ３，６００機関 

（平成２８年度）    （平成３５年度） 

(3) 糖尿病と歯周病に係る医科歯科連携協力歯科医療機関数 

現状値 ２９２機関 → 目標値 １，２００機関 

（平成２８年度）    （平成３５年度） 

(4) 在宅歯科医療実施登録機関数 

現状値 ７８２医療機関 → 中間目標値 １，０８０医療機関 

（平成２８年度）      （平成３２年度） 

→ 目標値   １，２００医療機関 

（平成３５年度） 

 

第３節 親と子の保健対策 

１ 目指すべき姿 

妊産婦や子育て世代を取り巻く社会環境の変化に柔軟に対応することにより、

安心して妊娠・出産・育児ができ、次世代を担う子供たちが等しく愛護され、心

身ともに健やかに育つことができる社会を目指します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援の確保 

周産期死亡率は、長期的には減少傾向にありますが、一層の安全性の追求が

求められます。 

妊娠・出産・産褥
じょく

期の女性は、短期間で大きな心身の変化が生じます。ま

た、生まれてくる子供を育てる責任が生じ、ライフスタイルが大きく変化する

ことになります。 

この時期における母子と家族の健康への支援は、良好な親子の愛着形成や子

供の健やかな発達の促進にとって重要です。このため、妊娠期から子育て期ま

で切れ目ない支援を受けられる環境整備が必要です。 

(2) 不妊・不育症に関する支援 

晩婚化や晩産化が進み、不妊に悩む夫婦も増えています。３組に１組の夫婦

が不妊に悩んだことがありますが、実際に検査や治療を受ける夫婦はその約半

数にとどまっています。 
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また、２回以上の流産、死産若しくは早期新生児死亡によって児が得られな

い場合を不育症と定義しており、正しい検査と治療を行うことが大切です。そ

のため、不妊、不育症に関する支援も進める必要があります。 

(3) 小児保健医療水準を維持・向上させるための環境整備 

子供が健やかに育つように支援することは、小児保健と医療の主要な課題で

す。 

子供たちが、心身ともに健やかに育つためには、疾病予防や早期発見・早期

治療が重要です。併せて、障害の軽減を図るための保健・医療・福祉サービス

の充実や教育分野との連携も必要です。 

障害や慢性の疾患のある子供たちに対し、発達段階に応じたリハビリテーシ

ョンが行われることが大切です。また、在宅医療の充実など家族への支援も求

められています。 

子供の不慮の事故による死亡は依然として死因の上位にあり、ＳＩＤＳ（乳

幼児突然死症候群）の問題と併せて、啓発等の取組を推進していくことが必要

です。 

本県の乳幼児のう蝕
しょく

有病者率は減少傾向にありますが、う蝕
しょく

有病者率の地

域間格差などの課題があります。 

う蝕
しょく

予防は妊娠期や子育て期からの取組が重要です。しかし、う蝕
しょく

は生活

環境やそれを取り巻く社会的環境の影響を受けやすい側面を持っています。多

くの調査・研究により、フッ化物応用法は、個人及び地域において取り組むう蝕
しょく

予防方法として効果があることが分かっています。 

(4) 子供の心の健やかな発達の促進と児童虐待予防対策の推進、子育て環境の整

備 

乳幼児期の子供の心の発達は、一番身近な養育者の心の状態と密接に関係し

ます。このため、次代を担う子供の心の健康問題の発生を予防する観点からも、

親と子の心の健康に取り組む必要があります。 

児童虐待に関する相談件数は依然として高い水準にあります。児童虐待は、

子供の発達成長期において心や体に重大な影響を与えます。子供を虐待から守

り、健やかな育成を推進できる地域社会を作る必要があります。 

集団生活になじめない、コミュニケーションが苦手など、発達障害のある子

供への支援ニーズの高まりに対応していくことが求められています。 

また、働きながら子供を安心して生み育てられる環境の一層の整備も必要で

す。 

(5) 思春期の健康教育の推進 

近年、思春期における性行動の活発化・低年齢化による若年妊娠や性感染症

の問題、薬物乱用、喫煙・飲酒、過剰なダイエットの問題が指摘されています。 
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思春期における問題行動は、生涯にわたる健康障害や、次世代への悪影響を

も及ぼしかねない問題です。 

このため、心身の健康について正しい情報を入手し、自ら判断し、健康管理

ができることが望まれます。 

また、学校・家庭・地域が連携して、保健指導や保護者への普及啓発などの

取組を推進していくことが必要です。 

学校では、学校保健計画に基づき校内の指導体制を整備することが求められ

ています。性に関する問題行動や薬物乱用の防止など、学校保健に関する現代

的課題に対応する教育を推進していくことが必要です。 

 

３ 課題への対応 

(1) 妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援体制の構築を進めます。 

(2) 不妊・不育症に関する支援を進めます。 

(3) 小児保健医療水準を維持・向上させるため、子供の事故防止や疾病の早期発

見・治療など、子供の健康支援施策の充実を図ります。 

(4) 乳幼児のう蝕
しょく

予防を推進するために、妊娠期や子育て期における歯科保健

医療対策の充実を図ります。 

(5) 多岐にわたる子供の精神的な健康問題に対応するため、子供の心の健康づく

り対策を推進します。 

(6) 増加する児童虐待相談等に対応するため、親と子の心の問題への取組をはじ

め、保健・医療・福祉・教育・警察・司法等との連携を図り、児童虐待予防・

防止対策を強化します。 

(7) 発達障害を正しく理解し、支援できる人材を育成します。 

(8) 発達障害の診療・療育体制の充実を図ります。 

(9) 働きながら子供を安心して生み育てられる環境を整備するため、地域の子育

て支援施策の充実を図ります。 

(10) 次世代を育む親となる思春期の子供たちの健やかな成長を促すため、思春期

の健康教育を推進します。 

 

４ 主な取組 

(1) 周産期医療体制の充実及び小児在宅医療の推進 

(2) 小児救急医療体制の充実 

(3) 妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援体制の充実 

(4) 母子の身体的、精神的ケアの充実 

(5) 母子の家族に対する精神的ケアの充実 

(6) 不妊に関する治療費等への支援や専門相談等の充実 
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(7) 乳幼児の事故防止及びＳＩＤＳ（乳幼児突然死症候群）の予防 

(8) 各種医療給付による早期治療・療育の促進 

(9) 乳幼児医療費等の助成による家族の経済的負担の軽減 

(10) 県立特別支援学校における医療的ケアの実施 

(11) 病院における院内学級設置及び訪問教育の実施 

(12) 子供の心の健康に関する相談、情報提供等の充実 

(13) 児童虐待予防・防止のための取組の充実 

(14) 児童虐待予防・防止に関する普及啓発と関係機関のネットワークによる早期

対応の促進 

(15) 発達障害に早期に気付き支援できる人材の育成、医療・療育の専門職の人材

育成、遊具等を活用した実習形式の研修などによる身近な地域で専門的な支援

ができる人材の育成 

(16) 発達障害のある子供を持つ親への支援 

(17) 市町村や地域の支援機関に対する発達障害のある子供の支援方法等に関する

助言・支援 

(18) 発達障害の診療・療育の拠点となる中核発達支援センターの運営、個別療育

及び親支援を提供する発達障害地域療育センターの運営 

(19) 病児・病後児保育の充実 

(20) 思春期の健康教育の推進 

(21) 学校保健の充実 

(22) 性に関する教育や薬物乱用対策の推進 

(23) 妊娠期や子育て期における歯科保健医療対策の充実、フッ化物洗口をはじめ

とするフッ化物応用の普及・拡大 

 

第４節 青少年の健康対策 

１ 目指すべき姿 

子供たちの生活習慣の乱れが指摘されています。生活環境の急激な変化に伴い、

アレルギー疾患なども増加しています。こうした中、学校、家庭、地域の医療機

関をはじめとする関係機関などが連携して学校保健を充実させることなどにより、

青少年の健康増進を目指します。 

 

２ 現状と課題 

青少年の健康については、生活習慣等の変化に伴い、体力の低下、小児生活習

慣病、アレルギー性疾患など様々な問題が指摘されています。 

児童生徒のう蝕
しょく

保有率については、減少傾向にあるものの依然として高い値

を示す地域があり、地域間格差及び個人間格差といった課題があります。 
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う蝕
しょく

は、学習能率の妨げになるばかりでなく、健康な身体をつくり上げるた

めの食生活にも影響を与えます。 

う蝕
しょく

は生活環境やそれを取り巻く社会的環境の影響を受けやすい側面を持っ

ています。多くの調査・研究から、フッ化物応用法は、個人及び地域において取

り組むう蝕
しょく

予防方法として効果があることが分かっています。 

また、誤ったダイエット指向、更には拒食・過食症といった摂食障害などの問

題や、若年妊娠、人工妊娠中絶、性感染症等の性をめぐる問題が生じています。 

一方で、不妊に悩む夫婦も増えており、若い世代から妊娠・出産・不妊に関す

る正しい知識を学ぶことも必要となっています。 

薬物乱用問題では、若年層への乱用の拡大や乱用薬物の多様化が見られます。

近年では、危険ドラッグの乱用が大きな社会問題となったほか、若年層を中心と

した大麻の乱用が懸念されています。 

このため、子供たちが将来の目標を持って安全で健康に生きられるよう環境づ

くりを進める必要があります。また、感受性が高い時期に、地域の中での様々な

社会体験活動や多くの人々とのふれあいを通して、豊かな心を育てていくことが

重要です。 

生涯にわたり健康で充実した生活を送るためには、児童生徒のうちから健康な

生活を維持していく資質や能力を育成することが必要です。 

各学校においては、全教職員の共通理解の下、学校医・学校歯科医・学校薬剤

師等の保健関係者や家庭、地域との連携を密にした学校保健活動の積極的な推進

が必要です。 

 

３ 課題への対応 

(1) 思春期等における健康への悩みを解決するため、健康相談の体制を充実しま

す。また、妊娠・出産・不妊に関する正しい知識の普及啓発に努めます。 

(2) 児童生徒のう蝕
しょく

予防を推進するため、フッ化物応用などの歯科保健医療対

策の充実を図ります。 

(3) 地域、学校等との連携により、薬物乱用の防止や心の健康づくりなど、青少

年の健全育成に努めます。 

(4) 児童生徒の健康の保持増進を図るため、学校保健活動を充実します。 

 

４ 主な取組 

(1) 健康相談体制の充実 

(2) フッ化物洗口をはじめとするフッ化物応用の普及・拡大 

(3) 薬物乱用対策の推進 

(4) 子供の心の医療体制整備の推進 
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(5) 学校保健の充実 

(6) 学校保健委員会の開催 

 

第２章 疾病・障害とＱＯＬ（生活の質）の向上 

第１節 難病対策 

１ 目指すべき姿 

難病の患者に対する経済的支援や難病に関する調査及び研究の推進に資するよ

う、医療費助成制度を適切に運用します。 

難病の患者が地域で安心して療養しながら暮らしを続けていくことができるよ

う、保健、医療、福祉等の連携と充実を図っていきます。 

原子爆弾被爆者の健康保持と福祉の向上のため、援護対策を進めます。 

 

２ 現状と課題 

(1) 難病対策の充実 

本県の難病対策は、現在、難病の患者に対する医療等に関する法律（以下「難

病法」という。）及び国の難病特別対策推進事業実施要綱等に基づいて医療給

付や患者の療養生活の支援を行っています。 

指定難病等の受給者数は、平成２８年度（２０１６年度）末で約４万８千人

となっており、高齢化とともに認定患者数が年々増加しています。なお、子供

の難病患者に対しては、児童福祉法第１９条の２に基づき、小児慢性特定疾患

医療給付事業を実施しており、受給者数は、平成２８年度（２０１６年度）末

で約５千人となっています。 

難病の患者に対する療養生活の支援については、平成２１年度（２００９年

度）に埼玉県難病相談支援センターを設置するとともに、難病医療連絡協議会

を設置し、患者への適切な情報提供や在宅入院患者の緊急時の入院を円滑に行

うためのネットワークづくりに取り組んできました。 

難病法に基づく「難病の患者に対する医療等の総合的な推進を図るための基

本的な方針（以下「基本方針」という。）」を踏まえ、療養生活の環境整備や

難病の患者に対する医療等と難病の患者に対する福祉サービスに関する施策、

就労の支援に関する施策その他の関連する施策との連携の一層の推進が必要で

す。 

また、平成２３年（２０１１年）３月１１日に発生した東日本大震災を契機

に、特に在宅で人工呼吸器等を使用する患者に対する災害時の支援の重要性が

指摘されています。 

これらの課題を解決し、難病法や基本方針の要請に対応するために、医療費

助成制度を適切に運用するとともに、地域の医療提供体制や患者の支援体制の
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一層の充実が必要です。 

(2) 原子爆弾被爆者対策の充実 

広島市と長崎市に原子爆弾が投下されてから長期間経過し、被爆者も高齢化

しています。 

このため、被爆者に医療費や各種手当、福祉関係の経費を支給するほか、健

康診断を実施して、健康の保持及び増進を図る必要があります。 

 

３ 課題への対応 

(1) 難病に関する地域の医療体制や患者の支援体制を一層充実させるほか、増え

続ける患者への支援に迅速・的確に対応していきます。 

(2) 原子爆弾被爆者の健康の保持増進を図るため、被爆者に医療費や各種手当、

福祉関係の経費を支給するほか、健康診断を実施します。 

 

４ 主な取組 

(1) 難病患者への医療給付、地域医療体制の確保及び療養支援、災害時の支援体

制の構築 

(2) 原子爆弾被爆者に対する医療費や各種手当等の支給及び健康診断の実施 

 

第２節 今後高齢化に伴い増加する疾患等対策 

１ 目指すべき姿 

急速に高齢化が進む中、高齢者が健康を実感しながら、地域で安心して自立し

た暮らしを営むことができることを目指します。 

 

２ 現状と課題 

高齢化の進展により、脳卒中、急性心筋梗塞、骨関節系の疾患等による機能障

害を伴う患者の増加や要介護者の増加などが懸念されます。このため、寝たきり

等の予防や心身機能の維持・回復への需要が高まっています。 

高齢化に伴うロコモティブシンドローム（運動器症候群）、フレイル（虚弱）

といった身体機能の低下を予防する取組も重要です。身体機能の低下によって肺

炎、大腿骨頸
けい

部骨折等を起こしやすくなります。 

健康を維持するためにも、日常生活の中で身体活動を高める取組が必要です。 

歯・口腔
くう

の健康と機能は、がん、心疾患、脳卒中、糖尿病などの生活習慣病、

認知症との関連性が指摘されており、健康寿命の延伸やＱＯＬ（生活の質）の向

上のための基礎と言えます。 

生涯にわたり歯を保持し、口腔
くう

の健康と機能を維持することは、食生活の改善

とＱＯＬ（生活の質）の向上に寄与するだけでなく、肺炎の予防やフレイル予防
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（低栄養の防止等）にも寄与することが分かってきています。しかし、現状では

多くの人がう蝕
しょく

や歯周病に罹
り

患し、５０歳代から歯を失う傾向が大きくなって

います。 

一方、自宅や地域で疾患や障害を抱えつつ生活を送る者の増加が見込まれ、介

護へのニーズも増加していきます。 

 

３ 課題への対応 

(1) 日常生活における身体活動の維持、向上を図ります。 

(2) 生活習慣病の予防を推進します。 

(3) 介護保険法に基づく介護予防事業を推進します。 

(4) フレイル予防（低栄養の防止等）や介護予防、口腔
こう

ケアの実施による誤嚥
えん

性

肺炎の予防のために、８０２０運動などの歯や口腔
くう

の健康状態を保持増進する

取組を促進します。 

 

４ 主な取組 

(1) 生活習慣病予防など健康づくり対策の推進 

(2) 介護予防の推進 

(3) 歯・口腔
くう

の健康の維持・向上のための取組の推進 

 

５ 指標 

(1) 健康寿命（６５歳に到達した人が「要介護２」以上になるまでの期間）（再

掲） 

現状値 男 １７．１９年 → 目標値 男 １７．７９年 

    女 ２０．０５年       女 ２０．４０年 

（平成２７年）        （平成３５年） 

(2) 日常生活に制限のない期間の平均（年）（再掲） 

現状値 男 ７１．３９年 → 目標値 男 ７３．２４年 

女 ７４．１２年       女 ７６．８３年 

（平成２５年）        （平成３４年） 

 

第３節 人生の最終段階における医療 

１ 目指すべき姿 

人生の最終段階において、人間の尊厳を重視し、身体的・精神的苦痛を取り除

き、日常生活の満足度などのＱＯＬ（生活の質）を維持・向上するための医療と

ケアを行うべきであるとする考えが提唱されてきています。 

人生の最終段階における療養の場所や希望する医療について、患者の意思が尊
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重される環境を整備し、地域の医療・介護関係者が連携して患者の意思に沿った

医療とケアを提供できる体制の構築を目指します。 

 

２ 現状と課題 

以前は家庭で看取ることが一般的でしたが、今日では医療機関に入院して高度

な医療を受け、可能な限り延命治療を受けることができるようになりました。 

一方、治療上の選択肢が限られたとしても長年住み慣れた自宅で療養生活を送

り、最期を迎えたいと希望される方も増えてきています。 

内閣府の「平成２４年度高齢者の健康に関する意識調査」では、治る見込みが

ない病気になった場合、最期を迎えたい場所として約５５％の人が「自宅」と回

答しています。 

しかし、平成２８年（２０１６年）の本県における死亡場所の７８．９％は病

院や診療所であり、自宅で亡くなる人は１２．５％にとどまっています。 

厚生労働省は人生の最終段階を迎えた患者や家族と医師をはじめとする医療従

事者が、患者にとって最善の医療とケアを作り上げるためのプロセスを示すもの

として、平成１９年（２００７年）に「人生の最終段階における医療の決定プロ

セスに関するガイドライン」を策定しました。このガイドラインでは、医師等の

医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて患者が医療従

事者と話し合い、患者本人の決定を基本とした上で、人生の最終段階における医

療を進めることが最も重要であるとしています。 

また、本県では平成２９年度（２０１７年度）に埼玉県医師会とともに人生の

最終段階の医療をテーマとした医療シンポジウムを開催し、在宅医療に取り組ん

でいる医師や家族を看取った遺族の発表、有識者による意見交換を行いました。

このシンポジウムの結びでは、「人生の最終章をどう過ごすかは極めて難しい問

題としながらも、人間としての尊厳を望む人が多くなっていること、単なる延命

治療は個人・家族・社会の全てにとって苦痛と負担が大きいことなどを踏まえ、

適切な対応を心がけること」を共通認識として、県内の行政、医療機関、企業、

各種団体等や県民各人が協力して「人生の最終章は人としての尊厳をもって過ご

せるようにする」ことの実現に努めることとしました。 

早期から肉体的な苦痛等を緩和する医療とケアが行われ、医療行為の開始・不

開始、医療内容の変更、医療行為の中止等について十分な情報提供と説明がなさ

れることが必要です。その上で、病院で延命治療を続けるのか、延命を行わず家

庭で自然な最期を迎えるのか患者が意思を明確にし、家族と十分に話し合うとと

もに、医療・介護従事者が多職種のチームとなり患者の意思を尊重した医療とケ

アを実施する体制の整備が必要です。 
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３ 課題への対応 

(1) 人生の最終段階における医療について、希望する療養場所や医療処置等を自

ら考える機会や本人が意思決定を表明できる環境を整備します。 

(2) 人生の最終段階における医療に携わる医師、看護師などの医療従事者のほか

ケアマネジャーなどの介護従事者の専門的な知識の習得、技術の向上を図り、

関係職種がチームとして患者や家族を支える体制を整備します。 

 

４ 主な取組 

(1) 患者本人の意思決定を支援するための情報提供、普及・啓発 

(2) 人生の最終段階における医療提供体制の整備 

 

第４節 臓器移植対策 

１ 目指すべき姿 

移植医療について県民の理解を深めるとともに、移植医療の適正な実施を目指

します。 

移植に用いる骨髄、移植に用いる末梢血幹細胞及び移植に用いる臍
さい

帯血の適切

な提供の推進を図ります。 

 

２ 現状と課題 

(1) 臓器移植の促進 

臓器移植については、臓器の移植に関する法律に基づき、公益社団法人日本

臓器移植ネットワークや公益財団法人埼玉県腎アイバンク協会を中心として、

公平かつ適正な臓器あっせん体制が整備されてきました。しかし、今なお多く

の方が移植を待ち望んでいることから、より一層、移植医療に関する普及啓発

の推進を図る必要があります。 

(2) 骨髄移植の促進 

骨髄移植は、白血病、再生不良性貧血等の血液の疾患に有効な治療方法です。

しかし、提供者と患者のＨＬＡ（白血球の型）が一致する確率は、非血縁者間

で数百人から数万人に一人と少ないことから、多くの人の登録が必要です。 

 

３ 課題への対応 

(1) 臓器移植に対する正しい知識や意思表示に関する普及啓発を行います。 

(2) 骨髄移植のドナー登録の促進を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 臓器移植の普及促進 
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(2) 骨髄移植の普及支援 

 

第５節 リハビリテーション医療 

１ 目指すべき姿 

リハビリテーションを必要とする人々が、住み慣れた地域で安心して質の高い

リハビリテーションを受けられるよう、急性期から回復期、維持期（生活期）に

おけるリハビリテーション医療提供体制の充実を図ります。 

 

２ 現状と課題 

(1) 各種リハビリテーション 

高齢化の進展などにより、脳卒中、急性心筋梗塞、骨関節系の疾患等による

機能障害を伴う患者の増加が見込まれます。このため、寝たきり等の予防や心

身機能の維持・回復への需要が高まっています。 

リハビリテーションには、主に医療機関が実施する急性期や回復期における

治療的リハビリテーションがあります。さらに、主に介護保険で対応する通所

リハビリテーション、訪問リハビリテーションなどの維持的リハビリテーショ

ンがあります。 

脳卒中や骨折など急速に生活機能が低下する疾患は、発症後早期の治療と早

期の適切なリハビリテーションが必要です。 

障害の重度化を防ぐためには、急性期から回復期、維持期（生活期）へと状

況に応じた各期のリハビリテーションが適切に切れ目なく提供されることが重

要です。 

さらに、対象者の心身の状況に応じた適切なサービスが提供されるよう、専

門的マンパワーの確保も必要です。 

(2) 高次脳機能障害 

病気や事故などの原因により、脳が損傷を受けたことによる記憶・判断など

の認知機能や感情・意思などの情緒機能に障害が現れた状態を、高次脳機能障

害といいます。 

埼玉県総合リハビリテーションセンター内に高次脳機能障害者支援センター

を設置し、高次脳機能障害に関する相談、診断、治療、訓練など社会復帰まで

の一貫した支援を実施しています。 

日常生活や社会生活に影響がある場合には適切なリハビリテーションが必要

であり、それらを実施する体制を県内全域に整備することが必要です。 

 

３ 課題への対応 

(1) リハビリテーション医療体制の充実を図ります。 
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(2) 埼玉県総合リハビリテーションセンターを中心に医療機関や市町村、保健所、

障害福祉サービス事業所、就労支援関係機関などとの連携による支援体制の充

実を図ります。 

(3) 地域リハビリテーションを推進します。 

(4) マンパワーの養成を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 医療機関の機能分化と連携の促進 

(2) 埼玉県総合リハビリテーションセンターの医療部門の充実 

(3) 埼玉県総合リハビリテーションセンターに開設した高次脳機能障害者支援セ

ンターによる高次脳機能障害者への助言指導や情報提供、リハビリ訓練などの

支援の推進 

(4) 地域リハビリテーションの推進 

(5) 専門職のための研修の充実 

 

第６節 動物とのふれあいを通じたＱＯＬ（生活の質）の向上 

１ 目指すべき姿 

人と動物とのふれあいを通じて、県民が生活に癒しや安らぎを感じ、心身とも

に健康な社会づくりを推進します。 

 

２ 現状と課題 

少子高齢化による家族構成の変化や生活水準の向上などにより、伴侶動物とし

てペットを飼育する家庭が増え、人と動物との関係がより密接なものへ変化して

います。 

それに伴い、誤った飼育管理による生活環境に関するトラブルや、動物から人

に感染する疾病等に対する県民の関心が高まっています。 

このため、狂犬病やオウム病などの動物由来感染症についての予防対策を推進

する必要があります。また、動物の正しい飼い方指導の充実を図ることが必要で

す。 

動物とふれあうことは、お年寄りや障害のある方の暮らしに潤いと安らぎを与

え、ＱＯＬ（生活の質）の向上につながります。また、子供たちの動物を慈しむ

心を育て、心豊かな社会の形成に役立ちます。 

 

３ 課題への対応 

(1) 動物の適正な飼育管理指導及び動物由来感染症の予防対策の充実強化を図り

ます。 
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(2) 人と動物とのふれあい活動を充実させ、アニマルセラピー活動の支援を図り

ます。 

 

４ 主な取組 

(1) 動物由来感染症の予防対策の推進 

(2) 動物の愛護及び適正飼育管理の推進 

(3) アニマルセラピー活動の推進 

 

５ 指標 

福祉施設等でのアニマルセラピー活動の活動回数と参加人数 

現状値 ２３回 １，２５４人 → 目標値 ３０回 １，５００人 

（平成２８年度）         （平成３５年度） 

 

第３章 健康危機管理体制の整備と生活衛生 

第１節 健康危機管理体制の整備充実 

１ 目指すべき姿 

健康危機管理事案に対し、迅速・的確に対応することで県民が不安なく生活で

きる社会を目指します。 

 

２ 現状と課題 

「健康危機管理」とは、感染症、食中毒など県民の生命、健康の安全を脅かす

事態に対して行われる健康被害の発生予防、拡大防止、治療等に関する業務のこ

とをいいます。 

健康危機の事例では、腸管出血性大腸菌Ｏ１５７などの大規模集団感染事例や

エボラ出血熱やＭＥＲＳ（中東呼吸器症候群）、高病原性鳥インフルエンザの発

生などがあります。 

平成２１年（２００９年）に新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）が世界的に

大流行し、県内で医療機関を受診した患者数は１００万人を超えたと推計されて

います。 

さらには、核（ｎｕｃｌｅａｒ）、生物（ｂｉｏｌｏｇｉｃａｌ）、化学 

（ｃｈｅｍｉｃａｌ）を用いた大量破壊兵器による国内でのＮＢＣテロ事件の発

生も懸念されています。 

こうした事態の発生予防、拡大防止等を迅速かつ的確に実施するため、健康危

機管理体制を整備することが重要な課題となっています。 

健康危機管理は、健康危機情報の的確な収集・分析と必要な情報を迅速に関係

機関へ提供することが重要です。 
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また、医療機関、検査機関、消防、警察、国、市町村などの関係機関との緊密

な連携を図ることが必要です。 

県では「埼玉県危機管理指針」及び「保健医療部危機管理マニュアル」を策定

しています。また、危機の原因別マニュアルの策定など対応体制の整備を進めて

います。 

 

３ 課題への対応 

(1) 健康危機の未然防止対策を充実します。 

(2) 健康危機発生時に備えた体制を強化します。 

 

４ 主な取組 

(1) 情報収集及び提供体制の充実 

(2) 食品、毒物劇物、医薬品等の営業者などに対する監視指導体制の充実強化 

(3) 食品、毒物劇物、医薬品等の営業者などによる自主管理体制の充実強化 

(4) 健康危機管理マニュアルの整備等による危機管理体制の充実強化 

(5) 危機管理対応のための職員等の資質向上 

 

第２節 保健衛生施設の機能充実 

１ 目指すべき姿 

公衆衛生の向上や県民の健康増進を図り、県民生活に深刻な影響を及ぼす新た

な感染症などにも迅速に対応できるよう保健所や衛生研究所の機能を充実します。 

 

２ 現状と課題 

県は、保健衛生の広域的、専門的なサービスを提供する機関として１３保健所

を設置しています。 

さらに、地方自治法に定める指定都市及び中核市（さいたま市、川越市、越谷

市（平成３０年（２０１８年）４月から川口市））も保健所を設置しています。 

保健所では、精神保健福祉センター、福祉事務所、児童相談所などと連携を図

りながら、業務を行っています。 

保健所等を技術的に支援していく機関として衛生研究所があります。衛生研究

所は、地域保健に関する調査研究及び試験検査などの科学的かつ技術的な中核機

関としての役割を有しています。 

グローバル化の加速に伴う新たな感染症の脅威などから県民の健康を守るため、

検査機能の強化や人材の育成が急務となっています。 

 

３ 課題への対応 
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(1) 保健所 

ア 保健衛生に関する施策等の広域的、専門的かつ技術的拠点としての機能を

強化します。 

イ 市町村支援拠点としての機能を強化します。 

ウ 健康危機管理の拠点としての機能を強化します。 

(2) 衛生研究所 

ア 地域保健に関する科学的かつ技術的な拠点としての機能を強化します。 

イ 県民の生命と生活に重大な影響を及ぼす感染症に関して原因を迅速に解明

する機能を強化し、その結果について県民等に分かりやすく情報発信してい

きます。 

 

４ 主な取組 

(1) 保健所 

ア 保健衛生施策等の推進 

イ 市町村が行う生活習慣病予防などの取組への支援 

ウ 健康危機管理想定訓練の実施 

(2) 衛生研究所 

ア 感染症対策の充実 

イ 食の安全・安心、医薬品等の安全性の確保 

ウ 保健所との連携・支援 

エ 検査体制の強化 

 

第３節 安全で良質な水の供給 

１ 目指すべき姿 

県民のライフラインである水道について、安全で良質な水の安定供給に努めま

す。また、災害に強い水道の構築に努めます。 

 

２ 現状と課題 

(1) 安全で良質な飲料水供給体制の確保 

水道は、ほとんどの県民が利用できるまで普及していますが、安定給水のた

めには節水意識の高揚を図るとともに水資源の確保が必要です。 

また、安全で良質な水を供給するためには、水道水源である河川水や地下水

の水質変化の早期把握が必要です。 

さらに、水質の安全性を担保するためには、全ての検査機関で正しい検査結

果が得られるよう、水質検査の信頼性確保が必要です。 

(2) 災害に強い水道の構築 
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水道は、地震等の災害時においてもライフラインとして、その供給ルートの

確保が必要です。 

このため、水道施設の計画的な更新、耐震化を進める必要があります。しか

し、水道事業体では水需要の低迷により料金収入が減少しており、耐震化等を

進める財源確保のための運営基盤強化が課題です。 

 

３ 課題への対応 

(1) 節水意識の高揚と水資源の確保、水道水源の監視による水質変化の早期把握、

精度管理を活用した水質検査の信頼性確保に努めます。 

(2) 国からの交付金の活用、スケールメリットにより運営基盤を強化する水道広

域化を促進します。 

 

４ 主な取組 

(1) 水質監視・水質検査精度管理の実施 

(2) 節水意識の高揚 

(3) 水道施設の計画的な更新・維持管理 

(4) 市町村水道広域化の促進 

(5) 地震に強い水道施設の整備の促進 

 

第４節 衛生的な生活環境の確保 

１ 目指すべき姿 

生活衛生関係営業施設や特定建築物の衛生的環境の維持向上を図ることにより、

公衆衛生の確保及び県民生活の安定に寄与します。 

 

２ 現状と課題 

県民生活に密着した生活衛生関係営業施設（理容所、美容所、クリーニング所、

興行場、旅館及び公衆浴場）は、生活様式の変化に伴い多種多様化しており、監

視指導等を行う上で高い専門性が求められています。 

建築物が大型化・高層化し、構造も閉鎖型のものが多く、空気環境や給排水に

係る衛生管理上の問題が見られます。 

このため、時代に適応した経営の指導、施設の衛生監視指導、検査体制の整備

及び営業者の自主的な管理体制の確立が求められます。 

 

３ 課題への対応 

衛生的な生活環境を作るため、生活衛生関係営業施設や特定建築物の衛生的環

境の維持向上を図ります。 
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４ 主な取組 

(1) 生活衛生関係営業施設及び特定建築物の監視指導体制の充実 

(2) 一般公衆浴場確保対策の推進 

(3) 公衆浴場等におけるレジオネラ属菌汚染防止対策の推進 

(4) 生活衛生関係営業者の自主管理体制の確立の促進 

 

第５節 安全な食品の提供 

１ 目指すべき姿 

「県内で生産・製造され、消費される全ての食品の安全性を高める」の視点で、

フードチェーンの各段階における監視指導の強化と自主衛生管理の向上を目指し

ます。 

 

２ 現状と課題 

(1) 食品の安全確保 

食中毒や残留農薬、食品の不適正表示、異物混入事件の発生、輸入食品の増

加などを背景に、食の安全に対する県民の関心が高まっています。 

近年の食を取り巻く環境は、製造・加工技術、包装や輸送技術の進歩に伴い、

多種多様な食品が広域に流通しているため、食品事故発生に対する事後対応よ

り、未然防止に重点を置く必要があります。 

食品の安全を確保するためには、生産から流通・消費に至るまでのフードチ

ェーン全体で取り組む必要があり、農畜水産物の生産及び食品の製造、加工、

調理の各段階において実施されている安全に関する取組を確認し、評価する方

法の導入が求められています。 

(2) 食中毒発生の防止対策 

食中毒は従来多発していた腸炎ビブリオやサルモネラを原因とする事件は減

少し、カンピロバクターやノロウイルスによる食中毒事件が増加しており、大

規模な食中毒も発生しています。 

カンピロバクターやノロウイルスはいずれも少量で発症するため、食品施設

での衛生管理を一層徹底する必要があります。 

県民には、「新鮮だから安全」などの肉の生食に対する誤解を改め、食品衛

生に関する正しい知識を分かりやすく伝えていかなければなりません。 

このため、食品等事業者は衛生管理に着実に取り組むとともに、自ら考えて

安全性を向上させるＨＡＣＣＰを導入し、施設に応じた衛生管理を実施してい

くことが必要となっています。 
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３ 課題への対応 

(1) 食品の安全性を確保するため、食品関係施設に対して重点的・専門的な監視

指導を行うとともに、検査体制を強化します。 

(2) 食品等事業者による衛生管理の国際標準であるＨＡＣＣＰに基づく衛生管理

の導入を支援し、食品の安全性確保、食中毒の発生防止を推進します。 

(3) 生産から消費に至るまでのフードチェーンに携わる各者間の相互理解を深め、

食品の安全確保に関する情報を積極的に提供します。 

(4) 食をめぐる制度改正に伴う課題に対応して、国内外の情勢を的確に捉え、食

の安全・安心を推進していきます。 

 

４ 主な取組 

(1) 食品の監視指導・検査体制の強化 

(2) 食品等事業者の自主管理の促進とＨＡＣＣＰの導入支援 

(3) 食品表示の適正化による食への信頼の確保 

(4) 県民や食品等事業者に対する食中毒の発生防止対策の実施 

(5) 食の安全・安心確保に向けた情報提供と普及啓発 

 

５ 指標 

ＨＡＣＣＰ導入型基準を選択する施設数 

現状値 ５６施設 → 目標値 ３００施設 

（平成２８年度末）  （平成３３年度末） 

 

第３部 医療の推進 

第１章 疾病ごとの医療提供体制の整備 

第１節 がん医療 

１ 目指すべき姿 

本県のがんの現状を踏まえ、個々の医療機能、それを満たす医療機関、さらに

それらの医療機関相互の連携により、保健、医療及び介護サービスが連携・継続

して実施される体制を構築します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 予防・早期発見 

悪性新生物（がん）は、県民の死因の第１位です（１９，１４８人、３０．

２％：平成２８年（２０１６年）人口動態統計（厚生労働省））。 

喫煙（受動喫煙を含む。）は発がんリスクを高めると言われており、禁煙の

推進や受動喫煙防止の取組の徹底などが必要です。 
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禁煙、節度ある飲酒、食生活及び運動等の生活習慣に注意して予防に心掛け、

がん検診を受診して早期対応することが大切です。 

がん検診は、がんの早期発見に有効な方法ですが、受診率が低いことが課題

となっています。 

県民のがんに関する正しい知識の普及啓発の促進や、市町村が実施するがん

検診の受診率の向上を図る必要があります。 

また、検診等の精度管理の向上や検診従事者の知識や技能の向上を図り、早

期発見につなげる必要があります。 

ウイルスや細菌の感染に起因するがん対策の推進も重要です。 

(2) 専門医療、在宅・緩和医療 

必要な医療を地域全体で切れ目なく提供できるよう、がん診療連携拠点病院

を中心とした医療連携体制の構築が必要です。 

がんの治療法には、局所療法として手術療法及び放射線療法、全身療法とし

て化学療法があります。治療に当たっては、がんの病態に応じ、これら各種療

法を効果的に組み合わせた集学的治療の実施が必要です。 

また、がん治療においては、合併症予防や症状緩和、術後の早期回復による

がん治療の質や療養生活の質の向上が欠かせません。このため、感染管理を専

門とする医師、口腔
くう

機能・衛生管理を専門とする病院内の歯科医師及び地域の

歯科医療機関等との連携を図るなど、周術期管理を適切に行うことが重要です。 

がんは小児の病死原因の第１位であり、治療後も長期にわたるケアが必要と

なることから、小児がん患者とその家族が安心して適切な医療や支援を受けら

れるような環境の整備が必要です。 

がん患者とその家族に対しては、がん医療に携わる医師、歯科医師、薬剤師、

看護師、歯科衛生士などの医療スタッフから、正しく分かりやすい適切な情報

や助言が提供されることが必要です。 

このため、高度化、多様化しているがん医療をはじめとするがんに関する情

報や医療資源等の情報提供体制、こころのケアを含めた相談支援体制の整備が

必要です。 

がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活が送れるよう、身体的な苦痛

及び精神心理的な苦痛等に対するこころのケアを含めた緩和ケアが、患者の状

態に応じ、がんと診断された時から提供されるとともに、診断、治療や在宅医

療など様々な場面で切れ目なく実施されることが必要です。 

がん患者が住み慣れた自宅や地域での療養を選択できるよう、在宅医療と介

護サービスが連携・継続して実施される体制の充実も必要です。 

より効果的ながん対策を進めるためには県内のがんの実態を把握することが

不可欠です。 
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３ 課題への対応 

(1) 食生活・運動等の生活習慣の改善や禁煙・受動喫煙防止の推進を図ります。 

(2) がんの正しい知識の普及促進とともに、がん患者への理解を促進します。 

(3) がん検診の受診率や検診精度の向上を図ります。 

(4) ウイルスや細菌の感染に起因するがん対策の推進を図ります。 

(5) がん診療連携拠点病院を核に医療機関の役割分担を明確にし、医療連携体制

の構築を促進します。 

(6) 県立がんセンターの診断と治療機能の向上を図ります。 

(7) 県立小児医療センターにおける小児がんに関する診断と治療機能の向上を図

ります。 

(8) がん医療をはじめとするがんに関する情報や医療資源等の情報提供体制、こ

ころのケアを含めた相談支援体制の整備を図ります。 

(9) がんと診断された時から身体的な苦痛及び精神心理的な苦痛等に対する緩和

ケアを行う医療提供体制の推進を図ります。 

(10) がん患者・家族の意向を踏まえ、在宅等の生活の場での療養を選択できる体

制を整備します。 

(11) がんの罹
り

患率や治療効果などの把握を通じ、ビッグデータを活用した効果的

ながん対策を進めます。 

 

４ 主な取組 

(1) 生活習慣病を予防する健康づくり対策の推進 

(2) 禁煙支援・受動喫煙防止対策の推進 

(3) 食育の推進 

(4) がんに関する正しい知識やがん検診についての普及啓発及び効果的な受診勧

奨の推進 

(5) がん検診の精度管理向上策の推進 

(6) 子宮頸
けい

がんの正しい知識の普及啓発の推進 

(7) 肝がんの予防としての肝炎対策の推進 

(8) 高度専門的ながん医療体制の整備 

(9) 地域連携クリティカルパスの普及 

(10) 医科歯科連携の推進 

(11) 県立がんセンターにおける医療体制の強化 

(12) 県立小児医療センターにおける小児がん医療の充実 

(13) がん医療に関する全県的な相談支援体制の整備 

(14) がんと診断された時からの緩和ケアの推進 
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(15) 看取りを含めた人生の最終段階におけるケアの提供体制の整備 

(16) がん登録の推進 

 

５ 指標 

がん検診受診率 

(1) 胃がん検診 

現状値 男 ４２．４％ → 目標値 男 ５０．０％ 

    女 ３２．６％       女 ５０．０％ 

（平成２８年）       （平成３４年） 

(2) 肺がん検診 

現状値 男 ４８．０％ → 目標値 男 ５０．０％ 

    女 ３８．７％       女 ５０．０％ 

（平成２８年）       （平成３４年） 

(3) 大腸がん検診 

現状値 男 ４２．８％ → 目標値 男 ５０．０％ 

    女 ３８．５％       女 ５０．０％ 

（平成２８年）       （平成３４年） 

(4) 子宮がん検診 

現状値 ３０．３％ → 目標値 ５０．０％ 

（平成２８年）     （平成３４年） 

(5) 乳がん検診 

現状値 ３５．１％ → 目標値 ５０．０％ 

（平成２８年）     （平成３４年） 

 

第２節 脳卒中医療 

１ 目指すべき姿 

脳卒中の予防と早期発見を進めるとともに、発症後の迅速かつ専門的な診療か

ら、病期に応じたリハビリテーション、在宅療養まで、医療サービスが連携・継

続して実施される体制を構築します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 予防・早期発見 

脳卒中（脳血管疾患）は、県民の死因の第４位です（５，１５９人、８．１％：

平成２８年（２０１６年）人口動態統計（厚生労働省））。 

脳卒中の最大の危険因子は高血圧であり、発症の予防には血圧のコントロー

ルが重要です。その他、糖尿病、脂質異常症、不整脈、喫煙、過度の飲酒など
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も危険因子となります。 

健康診断などによる危険因子の早期発見、早期治療、生活習慣の改善が大切

です。 

(2) 急性期・回復期・維持期医療 

脳卒中を疑うような症状が出現した場合、速やかに専門の医療機関を受診で

きるよう、本人や家族等周囲にいる人が迅速に救急要請等を行うことが重要で

す。 

脳卒中はできるだけ早く治療を始めることでより高い効果が見込まれ、さら

に後遺症も少なくなります。このため、救急救命士を含む救急隊員が適切に観

察・判断・処置を行い、専門的な治療が可能な医療機関に迅速に搬送すること

が重要です。 

脳卒中の急性期には、脳梗塞、脳出血、くも膜下出血等の個々の病態に応じ

た治療が行われます。脳梗塞では、適応患者に対し発症後４.５時間以内に行う

血栓溶解療法(ｔ－ＰＡ療法)や、血栓を回収除去等して脳血流を再開通させる

血栓回収療法などが有効な治療法です。脳出血では、血圧や脳浮腫の管理等が

主体であり、出血部位によって手術が行われることがあります。くも膜下出血

では、再破裂の防止を目的に開頭手術や血管内治療を行います。 

脳卒中の急性期診療においては、単一の医療機関で２４時間専門的な診療を

提供できる体制を確保することは困難な場合があることから、地域の複数の医

療機関が連携し、ＩＣＴを活用した情報共有や円滑な転院体制の構築が求めら

れます。 

脳卒中のリハビリテーションは、病期によって分けられます。急性期には、

廃用症候群や合併症の予防及びセルフケアの早期自立を目的としたリハビリテ

ーションが行われます。 

脳卒中患者の急性期後の状態は様々であり、必ずしも全ての患者が、回復期

リハビリテーションに移行しませんが、回復期には、身体機能を回復させるリ

ハビリテーションが、維持期には、日常生活への復帰及び日常生活維持のため

のリハビリテーションが行われます。 

回復期から維持期には、脳卒中の再発予防等を目的とした生活一般・食事・

服薬指導等の患者教育、再発の危険因子の管理、適切なリハビリテーション等

の実施が、多職種により行われることが大切です。 

リハビリテーションを行ってもなお障害が残る場合、中長期の医療及び介護

支援が必要となります。そのため、患者の状態に応じた医療の提供、施設間の

連携、患者情報の共有に基づく疾病管理が必要となります。 

脳卒中の後遺症として、口腔
くう

機能の著しい低下があり、誤嚥
えん

性肺炎の予防等

のために、早期からの摂食・嚥
えん

下リハビリテーションや口腔
くう

ケアの対策が必要
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です。 

このため、入院患者の歯・口腔
くう

の健康や機能の状況を診査する口腔
くう

アセスメ

ントを実施し、必要に応じて助言・指導を行うほか、歯科医療機関につなぐこ

とが必要です。 

また、脳卒中の後遺症として、記憶力や注意力の低下などの症状が現れ、日

常生活や社会生活に支障が出る高次脳機能障害になった方が、必要な医療やサ

ービスを受けられるよう、適切な診断がなされることが必要です。 

重度の後遺症により退院や転院が困難な患者については、在宅への復帰が容

易でない患者を受け入れる医療機関、介護・福祉施設等と、急性期の医療機関

とが連携し、総合的かつ切れ目のない対応が必要です。 

 

３ 課題への対応 

(1) 食生活・運動等に関する望ましい生活習慣の確立を図ります。 

(2) 医療保険者が行う特定健康診査・特定保健指導の活動を支援します。 

(3) 救急搬送体制の充実とともに救急隊と医療機関との連携強化を図り、速やか

に専門的な診療が開始される体制の構築を促進します。 

(4) 医療機関の機能分化を進め、急性期から回復期、維持期まで地域における医

療連携体制の構築を促進します。 

(5) 入院患者の歯・口腔
くう

の健康管理を促進します。 

(6) 退院支援、日常の療養支援、急変時の対応、在宅における看取りなど在宅医

療を担う機関相互の連携強化を図ります。 

(7) 在宅医療において、医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、歯科衛生士、介護

支援専門員（ケアマネジャー）、介護職員など多職種が互いの専門的な知識を

活かしながらチームとなって患者・家族をサポートしていく体制を構築します。 

 

４ 主な取組 

(1) 生活習慣病を予防する健康づくり対策の推進 

(2) 食育の推進 

(3) 特定健康診査・特定保健指導など生活習慣病を予防する取組の支援 

(4) 救急救命士の養成及びプレホスピタル・ケア（病院前救護）の充実 

(5) ドクターヘリを活用した早期治療の推進 

(6) 救急医療情報システムの運営及び機能充実 

(7) 急性期脳梗塞治療ネットワークなどの連携体制の構築 

(8) 医療機関の機能分化と連携の促進 

(9) 地域において在宅療養を支援する連携体制の構築 

(10) 患者を支える多職種連携システムの確立 
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(11) 口腔
くう

アセスメントの充実 

 

５ 指標 

(1) 特定健康診査受診率 

現状値 ５０．９％ → 目標値 ７０％ 

（平成２７年度）    （平成３５年度） 

(2) 急性期脳梗塞治療（ｔ－ＰＡ療法や血栓回収療法）の実施件数 

現状値 ９１７件 → 目標値 １，８００件 

（平成２８年度）   （平成３５年度） 

 

第３節 心筋梗塞等の心血管疾患医療 

１ 目指すべき姿 

心血管疾患の予防と早期発見を進めるとともに、発症後の迅速かつ専門的な診

療から、心血管疾患リハビリテーション、在宅療養、再発予防まで、医療サービ

スが連携・継続して実施される体制を構築します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 予防・早期発見 

急性心筋梗塞や心不全を含む心疾患は、県民の死因の第２位です（１０，０

２６人、１５．８％：平成２８年（２０１６年）人口動態統計（厚生労働省））。 

急性心筋梗塞の危険因子には、高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病、メタボ

リックシンドローム、ストレスなどがあります。 

健康診断などによる危険因子の早期発見、早期治療、生活習慣の改善が大切

です。 

(2) 急性期・回復期・維持期医療、再発予防 

急性心筋梗塞の救命率改善のためには、発症直後の救急要請、発症現場での

心肺蘇
そ

生やＡＥＤ（自動体外式除細動器）等による電気的除細動の実施、その

後の医療機関での救命措置が迅速に連携して実施されることが重要です。 

このため、一般市民に対するＡＥＤの使用方法を含む救急蘇
そ

生法の普及啓発

も大切です。 

急性期の心血管疾患は、疾患により必要とされる治療内容が異なります。内

科的治療が中心となる心不全、冠動脈インターベンション（ＰＣＩ）治療が中

心となる急性心筋梗塞、外科的治療が必要となることが多い急性大動脈解離な

どが挙げられます。 

このため、対象疾患に応じた急性期診療を２４時間体制で提供できる体制が

求められます。 
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心血管疾患は、急性発症や治療中の急変が多いため、医療機関ごとの医療機

能を明確にした上で、患者の状態に応じて円滑に転院搬送できる体制も含めた、

効率的な連携体制を構築する必要があります。 

心血管疾患患者の回復期・維持期の管理については、社会生活への復帰とと

もに、再発・再入院を予防する観点が重要です。このため、運動療法、危険因

子是正、患者教育等、多職種のチームによる多面的・包括的な心血管疾患リハ

ビリテーションを実施することが大切です。 

歯周病と心疾患などとの関連性が指摘されていることから、歯・口腔
くう

の健康

管理も大切です。入院患者の歯・口腔
くう

の健康や機能の状態を診査する口腔
くう

アセ

スメントを実施し、必要に応じて助言・指導を行うほか、歯科医療機関につな

げることが必要です。 

在宅復帰後は、基礎疾患や危険因子の管理に加えて、増加が見込まれる慢性

心不全の管理など、かかりつけ医と専門的医療を行う医療機関などが相互に連

携し、継続した治療や長期の医療が必要となります。 

 

３ 課題への対応 

(1) 食生活・運動等に関する望ましい生活習慣の確立を図ります。 

(2) 医療保険者が行う特定健康診査・特定保健指導の活動を支援します。 

(3) ＡＥＤの普及促進と県民に対する救急蘇
そ

生法の知識・技能の普及啓発を図り

ます。 

(4) 救急搬送体制の充実とともに救急隊と医療機関との連携強化を図り、速やか

に専門的な診療が開始される体制の構築を促進します。 

(5) 医療機関の機能分化を進め、急性期から回復期、維持期まで地域における医

療連携体制の構築を促進します。 

(6) 入院・外来患者の歯・口腔
くう

の健康管理を促進します。 

(7) 退院支援、日常の療養支援、急変時の対応、在宅における看取りなど在宅医

療を担う機関相互の連携強化を図ります。 

(8) 在宅医療において、医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、歯科衛生士、介護

支援専門員（ケアマネジャー）、介護職員など多職種が互いの専門的な知識を

活かしながらチームとなって患者・家族をサポートしていく体制を構築します。 

 

４ 主な取組 

(1) 生活習慣病を予防する健康づくり対策の推進 

(2) 食育の推進 

(3) 特定健康診査・特定保健指導など生活習慣病を予防する取組の支援 

(4) 救急救命士の養成及びプレホスピタル・ケア（病院前救護）の充実 
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(5) ドクターヘリを活用した早期治療の推進 

(6) 救急医療情報システムの運営及び機能充実 

(7) ＡＥＤの設置促進と設置場所の情報提供 

(8) 救命講習の受講促進 

(9) 地域において在宅療養を支援する連携体制の構築 

(10) 患者を支える多職種連携システムの確立 

(11) 口腔
くう

アセスメントの充実 

 

５ 指標 

特定健康診査受診率（再掲） 

現状値 ５０．９％ → 目標値 ７０％ 

（平成２７年度）    （平成３５年度） 

 

第４節 糖尿病医療 

１ 目指すべき姿 

糖尿病の発症を予防するとともに、糖尿病が疑われる人や発症している人につ

いては、重症化を防ぐことを目指します。 

糖尿病の治療に係る医療連携体制を構築します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 予防・早期発見 

埼玉県の糖尿病患者数は、平成１３年（２００１年）の１５万２千人から平

成２８年（２０１６年）には３３万人と２．２倍に増加しており、全国平均の

１．９倍を上回っています（国民生活基礎調査（厚生労働省））。 

糖尿病の多くは、過食、運動不足などの生活習慣及びその結果としての肥満

が原因となり、インスリンの作用不足を生じて発症します。 

また、脳卒中、急性心筋梗塞等他疾患の危険因子となる慢性疾患であるとと

もに、合併症を引き起こすおそれのある疾患です。 

さらに、糖尿病と歯周病には双方向の関係があり、歯周病の悪化によって血

糖コントロールが悪化することが指摘されています。 

糖尿病の発症の予防には、代謝を促進し、内臓脂肪を減らすことが有効で、

食生活の改善、運動習慣の徹底、適正体重の維持が重要です。 

糖尿病は自覚症状がほとんどないため、特定健康診査等を受診し、肥満や高

血糖などの危険因子を早期に発見することが大切です。 

新規人工透析導入患者の約４割を占める糖尿病性腎症の重症化を予防するた

めには、医療機関への受診勧奨や、生活習慣の改善を目的とした保健指導を実
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施する必要があります。 

(2) 糖尿病の治療・教育、合併症医療 

糖尿病の治療には、食事療法、運動療法、薬物療法による血糖値の管理及び

血圧・脂質・体重などの管理が行われます。これらの治療を身近な病院・診療

所等の医師の管理の下、継続的に行う必要があります。 

糖尿病が進行すると合併症が発症してしまいます。糖尿病の主な合併症は、

急性の糖尿病性昏
こん

睡や慢性の腎症、網膜症、神経障害などです。 

糖尿病の重症化を予防するため、かかりつけ医と糖尿病専門医や腎臓専門医

などとの医療連携といった糖尿病診療体制の構築が必要です。 

 

３ 課題への対応 

(1) 食生活・運動等に関する望ましい生活習慣の確立を図ります。 

(2) 医療保険者が行う特定健康診査・特定保健指導の活動を支援します。 

(3) 医療保険者が行う糖尿病性腎症重症化予防対策の取組を支援します。 

(4) 医療機関の機能分化を進め、地域における医療連携体制の構築を促進します。 

(5) かかりつけ医等と歯科医療機関との連携を進め、地域における糖尿病予防や

改善のための体制を構築します。 

 

４ 主な取組 

(1) 生活習慣病を予防する健康づくり対策の推進 

(2) 食育の推進 

(3) 特定健康診査・特定保健指導など生活習慣病を予防する取組の支援 

(4) 糖尿病性腎症重症化予防対策事業の実施 

(5) 医療機関の機能分化と連携の促進 

(6) かかりつけ医等と歯科医療機関との連携による糖尿病予防や改善のための体

制構築を促進 

 

５ 指標 

(1) 特定健康診査受診率（再掲） 

現状値 ５０．９％ → 目標値 ７０％ 

（平成２７年度）    （平成３５年度） 

(2) 糖尿病と歯周病に係る医科歯科連携協力歯科医療機関数（再掲） 

現状値 ２９２機関 → 目標値 １，２００機関 

（平成２８年度）    （平成３５年度） 
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第５節 精神疾患医療 

１ 目指すべき姿 

精神障害者が、精神疾患の悪化や再発を予防しながら、地域社会の一員として、

安心して自分らしい暮らしをすることができる社会を目指します。 

また、医療機関の役割分担・連携を推進し、多様な精神疾患等に対応できる医

療連携体制の構築を図ります。 

 

２ 現状と課題 

(1) 心の健康 

近年における社会環境の複雑多様化は、人々の精神的ストレスを増大させる

とともに、様々な心の健康問題も生じさせています。 

本県の自殺者数は、平成２１年（２００９年）の１，７９６人をピークに減

少傾向を示していますが、平成２８年（２０１６年）は１，２５４人と、依然

として多くの方が自殺に追い込まれています（警察庁（自殺統計）より）。 

このため、自殺の背景にある、精神保健上の問題、過労、生活困窮、育児や

介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要因に対応する施策を地域と連携

し推進する必要があります。 

また、青少年のほか、中高年者のひきこもりが社会問題化しています。 

毎日を生きがいをもって生活していくためには、心の健康は不可欠であり、

ライフステージに応じた心の健康づくりが重要な課題となっています。 

このため、地域保健、学校保健及び労働保健の各分野において心の健康に対

する相談体制を整備するとともに、各分野の連携強化も必要です。 

(2) 精神医療対策の充実と地域ケアの推進 

精神障害者が精神疾患の悪化や再発を予防しながら、地域社会の一員として

安心して生活することができるよう、精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築が重要です。 

自傷他害のおそれのある場合や、精神疾患の急性症状に対しては速やかな精

神科治療が必要です。このため、いつでも医療を受けることができるよう、救

急医療体制の充実が必要です。 

多様な精神疾患等に適切に対応するためには、医療機関の役割分担や個々の

病院の医療機能等を明確にし、医療機関相互の連携を図ることや、専門的な医

療を提供できる医療体制の整備を図る必要があります。 

また、精神障害者は、単に精神疾患を有する者として捉えるばかりでなく、

社会生活を送る上で様々な困難、不自由を有する障害者でもあります。このた

め、生活上の障害を除去・軽減し、生きがいをもって生活できるように、障害

福祉サービスなど地域での生活支援体制の充実が必要です。 



- 52 - 

 

さらに、高次脳機能障害者が適切な医療やサービスを受けながら地域社会で

暮らしていけるよう、地域での支援体制の整備を図ることが必要です。また、

高次脳機能障害者については、精神症状などによって家族に精神的負担等が伴

うため、家族の負担を軽減するための施策を促進する必要があります。 

覚醒剤等の薬物は依存性が強く、乱用は本人の健康のみならず、社会の安全

を脅かします。 

また、アルコールやギャンブル等の依存症は、適切な治療と支援により回復

が十分可能な疾患です。 

これら依存症は、患者本人や家族が依存症であるという認識を持ちにくいこ

とや、依存症患者や家族などが、相談できる場所や治療できる専門の医療機関

が分からず、必要な支援を受けられていないという現状も見受けられます。こ

のため、依存症に係る情報や知識の普及・啓発、相談支援体制及び医療提供体

制の整備などを図っていく必要があります。 

(3) 認知症ケア 

国の高齢社会白書（平成２９年度版）によると、６５歳以上認知症患者数は、

平成２４年（２０１２年）には４６２万人と６５歳以上の高齢者の約７人に１

人でしたが、平成３７年（２０２５年）には約５人に１人となるとの推計も示

されており、本県においても認知症の高齢者が急増することが見込まれます。 

脳血管性認知症の原因である動脈硬化を予防するためには、生活習慣の改善

が必要です。 

また、６５歳未満で発症する若年性認知症の患者もいます。 

認知症患者は、精神症状や徘徊などの行動・心理症状（周辺症状）が出現す

る場合があるため、介護する家族には大きな精神的、肉体的負担が伴います。 

このため、家族の負担を軽減するための施策を促進する必要があります。 

さらに、認知症患者の中には内科疾患等を持つ者も多く、こうした患者が適

切なサービスや医療（歯科医療を含む）を受けながら、住み慣れた地域社会で

暮らしていけるよう地域でのケア体制の整備を図る必要があります。 

 

３ 課題への対応 

(1) 県民の心の健康づくりを図るともに、精神保健に係る相談窓口の充実を図り

ます。 

(2) 様々な自殺の要因に対応するため、関係機関、民間団体と連携し、地域ぐる

みの取組の推進を図ります。また、自殺対策を効果的に実施し、明確な成果に

つなげられるよう、埼玉県自殺対策計画を策定し、総合的な自殺対策の推進に

取り組みます。 

(3) ひきこもり者やその家族を支援するため、専門の相談窓口を設置するなど、
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相談体制の充実を図ります。 

(4) 精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができ

るよう、保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて関係者が連携し、障

害福祉サービスの充実を図るなど、精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ムの構築を目指します。 

(5) 県民が必要なときに、いつでも適切な精神科医療を受けられるよう精神科医

療体制の充実を図ります。 

(6) 多様な精神疾患等に適切に対応するため、個々の医療機関の役割や医療機能

等を明確にするとともに、医療機関相互の連携や専門の医療を提供できる体制

の整備を推進していきます。 

(7) 高次脳機能障害者の精神症状などに対応するため、地域における医療と介護・

福祉の連携体制の整備充実を図ります。 

(8) 身近なところで依存症の相談や専門医療が受けられるよう、相談・医療等の

支援体制の整備を図ります。 

(9) 認知症対策を推進するため、認知症の予防、早期診断、早期対応はもとより、

地域包括支援センターとの連携を強化し、地域における医療と介護・福祉の連

携体制の整備充実を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 精神保健福祉相談・訪問指導体制の強化 

(2) 多重債務相談窓口の設置推進、関係機関との連携協力体制の確立、市町村へ

の情報提供・支援など埼玉県自殺対策計画の推進 

(3) ひきこもり地域支援センターの運営など、ひきこもり対策の推進 

(4) 障害福祉サービスの充実 

(5) 自殺のおそれがある者やひきこもり者、依存症患者やその家族等への支援を

行う民間団体の育成支援 

(6) 精神科救急医療体制の充実 

(7) 多様な精神疾患等に対応できる医療体制の構築に向けた、拠点医療機関や専

門医療機関の指定、公表の推進 

(8) 県立精神医療センターにおける医療体制の強化 

(9) 埼玉県高次脳機能障害者支援センターを中心とした高次脳機能障害者支援体

制の充実 

(10) 覚醒剤等薬物依存症対策の推進 

(11) アルコール依存症対策の推進 

(12) ギャンブル依存症対策の推進 

(13) 認知症予防対策の推進 
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(14) 認知症高齢者に関わる医師・歯科医師・看護師や介護に携わる者の研修の推

進 

(15) 認知症疾患医療センターを中心とした認知症疾患対策の推進 

(16) 認知症の人やその家族の支援の強化 

 

５ 指標 

(1) 精神病床における慢性期（１年以上）入院患者数 

現状値 ７，３４９人 → 目標値 ６，５５６人 

（平成２６年）      （平成３２年度） 

(2) 精神病床における入院後３か月時点の退院率 

現状値  ６３．０％ → 目標値 ６９％以上 

（平成２６年度）     （平成３２年度） 

(3) かかりつけ医認知症対応力向上研修の修了医数 

現状値 １，１３６人 → 目標値 １，７００人 

（平成２８年度）     （平成３２年度） 

 

第６節 感染症対策 

１ 目指すべき姿 

感染症に感染しても迅速・適切な治療を受けることができ、また、感染拡大を

最小限に抑える体制を構築します。さらに原因不明な感染症の発生に対しても迅

速に解明・公表することで県民が安心して生活できる社会を目指します。 

 

２ 現状と課題 

グローバル化の進展により海外で流行している感染症の国内感染リスクが高ま

るなど、感染症をめぐる状況が大きく変化する中、エボラ出血熱やＭＥＲＳ（中

東呼吸器症候群）といったこれまで知られていなかった感染症（新興感染症）が

出現しています。 

平成２１年（２００９年）に新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）が世界的に

大流行し、県内で医療機関を受診した患者数は１００万人を超えたと推計されて

います。 

海外では東南アジアを中心として世界的に鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）の発

症事例が、また中国において鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９）の患者報告があり、

新型インフルエンザへの変異が懸念されています。 

平成２６年（２０１４年）には約７０年ぶりにデング熱の国内感染が発生しま

した。このように、過去に流行し、その後流行することなく長期間経過したため、

多くの方が免疫を獲得しておらず、急速に感染拡大するような感染症（再興感染
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症）も発生するおそれがあります。 

こうした状況の中、新興・再興感染症の発生や大規模集団感染等の事態に備え

た感染症危機管理体制の整備・充実が大きな課題となっています。 

感染症が発生した場合、その拡大防止のため、患者の早期治療、新たな患者の

早期発見及び十分な衛生管理が必要となります。また、患者等に対する適切な医

療の提供により、健康被害を最小限にとどめる必要があります。 

このため、保健所を中心に関係機関が連携を取りつつ、患者等の人権に配慮し

ながら、症状や状況に応じた適切な感染拡大防止対策及び被害軽減策を講じるこ

とが必要です。 

新型インフルエンザ等に対する対策として、新型インフルエンザ等対策特別措

置法が平成２５年（２０１３年）４月に施行されました。この法律は、新型イン

フルエンザ等発生時における措置などを定め、国民の生命・健康を保護し、国民

生活及び経済への影響を最小とすることを目的とするもので、これに基づき、平

成２５年（２０１３年）６月には政府行動計画が閣議決定されました。 

これを踏まえ、平成２６年（２０１４年）１月に、県は「埼玉県新型インフル

エンザ等対策行動計画」を策定しました。この計画に基づき、医療体制の整備な

どを進めていく必要があります。 

また、近い将来克服されると考えられていた結核やエイズ等の感染症も依然と

して我々に脅威を与えています。 

結核患者は減少傾向にあるものの、いまだ国内で年間１万５，０００人以上、

埼玉県内で１，０００人近くの患者が発生しています。さらに多剤耐性結核感染

症の増加も否定できないことから、いかに結核治療の中断者を減らすかが課題と

なっています。 

 

３ 課題への対応 

(1) 平常時及び感染症発生時における危機管理体制の充実を図ります。 

(2) 感染症に対する適切な医療提供体制の整備充実を図ります。 

(3) 性感染症に対する正しい知識の普及啓発と感染の拡大防止を図ります。 

(4) 結核の感染拡大を防ぐため、結核対策の充実を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 新型インフルエンザなど新興感染症に対する危機管理体制の整備 

(2) 感染症流行監視体制の整備 

(3) 感染症指定医療機関の整備 

(4) 感染症対策を担う人材の育成 

(5) エイズなど性感染症の予防・啓発 
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(6) 学校における性感染症の予防・啓発 

(7) ＨＩＶ感染者等の早期発見体制の強化 

(8) 結核の正しい知識や定期健康診断受診に関する普及啓発 

(9) ＤＯＴＳ（直接服薬確認療法）事業の推進 

 

５ 指標 

ＨＩＶ感染者早期発見率 

現状値 ６３％ → 目標値 ８０％ 

（平成２８年）   （平成３４年） 

 

第２章 事業ごとの医療提供体制の整備 

第１節 救急医療 

１ 目指すべき姿 

救急医療資源に限りがある中で、県民の誰もが適切な救急医療を受けられるよ

う、地域の医療機関が連携し、質の高い効果的な救急医療体制を確保します。 

病院前救護活動を適切に実施できる体制や、重症度・緊急度に応じた医療を提

供できる体制、救急医療機関等から療養の場へ円滑に移行できる体制を構築しま

す。 

 

２ 現状と課題 

(1) 救急医療を取り巻く状況 

本県の一日の推計患者数は、入院で約５１．１千人、外来で約３３９千人と

なっています。 

救急搬送人数は平成２１年（２００９年）以降増加し続け、平成２８年（２

０１６年）には約２６％増の約２９万７千人となっています。 

中でも、入院治療を必要としない軽症患者の救急搬送は年々増加し、搬送人

数に占める割合は約５４％となっています。また、高齢者の救急搬送人数は、

この１０年で約１．７倍に増加し、軽症患者は約２倍となっています。 

傷病種別では、交通外傷や一般負傷に次いで、心疾患や脳疾患の救急搬送が

多くなっています。 

また、第二次救急医療圏別に見ると、比企地区や東部南地区、児玉地区の救

急受入率が県全体と比較して低く、特に児玉地区は群馬県への依存度が高い状

況です。 

(2) 救急医療の提供体制（初期～第三次） 

救急医療については、病気やけがの症状の度合いに応じ、初期、第二次、第

三次の救急医療体制と救急医療情報システムを整備しています。 
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初期救急は、入院を必要としない軽症の救急患者に対応するものです。市町

村が、休日夜間急患センター、在宅当番医、休日歯科診療所及び在宅歯科当番

医により整備しています。 

初期救急は、平日夜間や休日の診療体制に未整備の時間帯がある状況です。 

第二次救急は、入院や手術を必要とする重症救急患者に対応するもので、市

町村が第二次救急医療圏ごとに病院群輪番制により整備しています。 

救急搬送される患者の大部分が入院を要する救急医療機関に搬送されている

ものの、病院群輪番制病院によっては、患者の受入状況に差が生じていること

から、今後は、受入れの実態に即して救急医療機関としての役割を見直す必要

があります。また、休日・夜間の適切な医療の提供を確保するため、医療資源

が必ずしも十分にない地域は集約化・重点化するなど救急医療体制を更に強化

する必要があります。 

県では、搬送困難事案を削減するため、第二次救急医療機関の中から搬送困

難事案受入医療機関を指定しています。しかしながら、住所不定者や酩酊者、

無保険者、独居者などが搬送困難事案になりやすいため、搬送困難事案受入医

療機関の負担感が強まっています。 

また、休日に耳鼻咽喉科を救急で受診する場合、受け入れる医療機関が少な

く受診先を探すことが困難な状況にあるため、県では耳鼻咽喉科の輪番体制を

整備しています。 

第三次救急は、生命の危機が切迫している重篤患者に対応するもので、県が

救命救急センターを整備しています。 

救命救急センターの整備に当たっては、救急医療圏単位で一定の人口規模を

目安にしつつも、地理的空白地帯を埋め、適切な治療を提供できるようにする

必要があります。 

このほか、救急車により搬送される救急患者の受入機関として救急告示病院・

診療所がありますが、救急搬送人数が増加している一方で、救急告示病院・診

療所の数は横ばいのため、一医療機関当たりの負担は増えている状況です。 

軽症でも第二次や第三次の救急医療機関を受診する患者が多く、本来の救急

患者の診療に支障を来すこともあるため、適正受診について普及啓発を図るこ

とが重要です。 

また、第二次や第三次の救急医療機関に搬送された患者が救急病床を長期間

使用し、新たな救急患者を受け入れることが困難になる現状があるため、急性

期を脱した患者が救急医療機関から症状に応じた適切な医療機関や介護施設等

へ転院できる体制を構築することが求められています。 

さらに、精神疾患と身体疾患を併せ持つ患者の救急要請では、医療機関の選

定に時間がかかることが多いため、精神科医療機関と救急医療機関の連携を強
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化し、円滑な受入体制を構築することが必要です。 

(3) 病院前救護 

救急救命士は、生命が危険な状態にある傷病者に対し、医療機関に搬送され

るまでの間、医師の指示の下に心肺蘇
そ

生（静脈路確保、気管挿管、薬剤投与等）

などの救急救命処置を行うことができ、救命率の向上に大きな役割を果たすこ

とから、救急救命士の確保及び技術・質の向上を図る必要があります。 

一般市民が急病や不慮の事故による傷病者の救護活動を行うためには、普段

からＡＥＤの使用をはじめ救急蘇
そ

生法の知識・技能を身につけておくことが大

切です。 

救急患者の搬送は主として市町村の救急隊により実施されています。救急患

者に対する迅速かつ的確な医療の提供が必要ですが、医療機関への受入れに時

間がかかるケースが多く課題となっています。このため、医療機関の受入体制

の充実が必要です。また、救急搬送体制及びメディカルコントロール体制の充

実・強化も必要です。 

医師等が現場に急行し、速やかに救命医療を開始するとともに、高度な医療

機関へ迅速に収容することにより、重篤な救急患者の救命率の向上と後遺症の

軽減を図ることを目的として、ドクターヘリを埼玉医科大学総合医療センター

（川越市）に配備しています。また、防災ヘリコプターによるドクターヘリ専

用機の補完運航も行っています。 

救急車による搬送において、不要不急の搬送件数が増加しています。本来の

救急患者への医療を確保するため、救急車の適正利用が求められています。 

そこで、急な病気やけがに対する県民の不安解消や軽症患者の集中による救

急医療機関の負担軽減を目的として、救急電話相談や医療機関案内を２４時間

３６５日実施しています。大人の救急電話相談では約７割が当日の受診が不要

な相談であり、不要不急な受診の抑制に効果が出ています。 

これまでの救急医療の取組により、延伸が続いていた救急搬送時間は近年短

縮傾向にあります。今後も現場活動時間を短縮させる効果的な取組を推進する

とともに、受入医療機関の体制を強化し、引き続き搬送時間が短縮するよう努

める必要があります。 

 

３ 課題への対応 

(1) 初期、第二次、第三次の救急医療体制の整備を促進します。 

(2) 救急医療情報システムを活用し、救急隊と医療機関との連携強化などにより

救急搬送体制の充実を図ります。 

(3) 救急医療機関の適正受診や救急車の適正利用を推進します。 

(4) ＡＥＤの普及促進と県民に対する救急蘇
そ

生法の知識・技能の普及啓発を図り



- 59 - 

 

ます。 

 

４ 主な取組 

(1) 人口や地理的状況を考慮した救命救急センターの整備 

(2) 既存の高度救命救急センターや救命救急センターの充実・強化 

(3) 搬送困難事案受入医療機関の体制充実や特殊疾患（耳鼻科、消化管出血等）

の輪番体制の整備 

(4) 地域の実情を踏まえた救急告示医療機関の受入体制強化 

(5) 精神身体合併症患者の受入体制強化 

(6) 高次医療機関と連携した転院支援の促進 

(7) 救急医療情報システムの機能強化 

(8) ドクターヘリを活用した早期治療の推進 

(9) 救急救命士の養成及びプレホスピタル・ケア（病院前救護）の充実 

(10) ＡＥＤの設置促進と設置場所の情報提供 

(11) 救命講習の受講促進 

(12) 救急電話相談や医療機関案内の充実による救急医療機関の適正受診や救急車

の適正利用の推進 

 

５ 指標 

(1) 救急要請（覚知）から救急医療機関への搬送までに要した時間 

現状値 ４３．６分 → 目標値 ３９．４分 

（平成２８年）     （平成３５年） 

(2) 重症救急搬送患者の医療機関への受入照会が４回以上となってしまう割合 

現状値  ４．１％ → 目標値 ２．７％ 

（平成２８年速報値）  （平成３５年） 

(3) 救急電話相談（大人）の相談件数 

現状値 ３３，３８６件 → 目標値 １１８，０００件 

（平成２８年度）      （平成３５年度） 

 

第２節 災害時医療 

１ 目指すべき姿 

大規模災害が発生した場合には、限られた医療資源を最大限活用し、発災後の

時間経過に応じた適切な医療を提供します。 

そのため、平時から災害を念頭に置いた医療関係機関や防災関係機関との連携

体制を構築します。 
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２ 現状と課題 

(1) 災害時医療体制の整備 

災害時にあっても、患者の重症度に応じた適切な医療を提供するためには、

被災現場から救護所、地域の医療機関、更には後方医療機関に至る体系的な医

療提供体制が必要です。 

本県では１８の災害拠点病院を指定していますが、人口当たりの災害拠点病

院の数が全国平均を下回っており、災害拠点病院がない二次保健医療圏もあり

ます。 

本県では全ての災害拠点病院が埼玉ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）を保有

していますが、人口当たりのＤＭＡＴの数は全国平均を下回っています。 

災害時の初期救急段階（発災後おおむね三日間）においては、医療に関する

具体的な指揮命令を行う者を設定することが困難です。このため、災害現場に

最も近い保健所などにおいて、県の内外から自律的に参集した医療チームを配

置調整するなどのコーディネート機能を担う体制の整備が必要です。 

また、妊産婦、新生児及び小児や人工透析患者への対応についても、コーデ

ィネート機能を担う体制の整備が必要です。 

(2) 災害発生時の対応 

災害発生後、救護所や避難所の被災者に対する中長期的な健康管理活動とし

て、保健所を中心に関係機関と協力しながら、感染症のまん延防止、衛生面の

ケア（口腔
くう

ケア含む）、アレルギー疾患への対応、メンタルヘルスケアなどを

適切に行うことが必要です。 

また、全国から派遣された保健医療活動チームを円滑に受け入れ、効果的・

効率的な活動を行えるよう関係機関で構成される対策会議を地域ごとに設置・

運営する必要があります。 

県内で大規模な災害等が発生した場合に、被災者及びその支援者に対して適

切な精神科医療や精神保健活動による支援を提供することが必要です。 

(3) 平時の備え 

災害時に必要となる医薬品などを防災基地などで備蓄するとともに、医薬品

卸売業者などにランニング備蓄を委託することにより、災害用医薬品などの確

保を図っています。 

災害時に迅速な医療救護活動を行うためには、消防、警察などの関係機関と

医療機関・ＤＭＡＴなどの医療救護班が連携することが大切です。本県では、

消防、防災航空隊と埼玉ＤＭＡＴとが連携して活動する埼玉ＳＭＡＲＴ（埼玉

県特別機動援助隊）を組織し、災害現場を想定した研修や訓練を実施していま

す。 

災害拠点病院はもとより、それ以外の医療機関においても、被災後早期に診



- 61 - 

 

療機能を回復できるよう、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定や施設の耐震化など、

平時からの備えに取り組む必要があります。 

 

３ 課題への対応 

(1) 具体的な被災想定を踏まえた医療救護活動計画を策定します。また、取組が

実効性のあるものとなるよう、医療救護班だけでなく関係機関と連携した訓練

を実施します。 

(2) 災害時においても十分機能を発揮するためＢＣＰを備えた災害時医療の拠点

となる医療機関を整備するとともに、災害時医療を担う医療従事者の養成に取

り組んでいきます。 

(3) 災害時医療のコーディネート体制を整備して、県の内外から参集した医療救

護班等の配置調整や情報提供等の円滑化・効率化を図ります。 

(4) 災害時に必要となる医薬品などを確保するため、備蓄・調達体制の整備を図

ります。 

(5) 保健所において発災後の時間経過に応じた適切かつ切れ目のない保健医療活

動を実施できる体制を整備します。 

(6) 災害時における精神科医療や精神保健活動による支援を提供できるよう体制

を整備します。 

 

４ 主な取組 

(1) 具体的な被災想定を踏まえた医療救護活動計画の策定 

(2) 地域ごとの配置状況を踏まえた災害拠点病院やＤＭＡＴ指定医療機関の整備 

(3) 県立病院における災害時医療体制の確保（県立小児医療センターの災害拠点

病院化等） 

(4) 災害時医療を担う人材を養成するための研修体制の充実 

(5) 医療機関同士はもとより消防、医薬品卸業協会など関係機関との連携強化と

訓練の実施 

(6) 災害医療コーディネーターや災害時小児周産期リエゾンなど、災害時医療の

コーディネート機能を担う体制の整備 

(7) 災害用医薬品などの備蓄・調達体制の整備 

(8) 災害時における保健師を中心とする保健衛生活動体制の整備 

(9) ＢＣＰ未策定病院に対するノウハウの提供などの策定支援 

(10) 埼玉県災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）体制の整備 

(11) 災害時に精神科医療を提供できる体制の整備（災害拠点精神科病院の指定等） 

 

５ 指標 
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(1) 埼玉ＤＭＡＴのチーム数 

現状値 ３２隊 → 目標値 ６０隊以上 

（平成２８年度）  （平成３５年度） 

(2) 医療チーム等の受入れを想定した、地域ごとのコーディネート機能の確認を

行う災害訓練の年間実施回数 

現状値  ０回 → 目標値 １０回（保健医療圏ごとに１回） 

（平成２８年度）  （平成３５年度） 

(3) 災害拠点病院におけるＢＣＰの策定割合 

現状値 ２２．２％ → 目標値 １００％ 

（平成２８年度）    （平成３０年度） 

 

第３節 周産期医療 

１ 目指すべき姿 

誰もが安心して子供を産み育てることができる環境づくりを推進するため、将

来を見据え、限られた医療資源を有効に活かしながら、身近な場所での出産から

高度で専門的な医療まで、分娩
べん

のリスクに応じた安全な医療を継続的に提供する

ことができる周産期医療体制を整備します。 

 

２ 現状と課題 

(1) ハイリスク出産への対応 

出生数は減少していますが、ハイリスク出産の割合は高い水準にあります。 

ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）の必要数は、出生数一万人当たり２５床から

３０床とされています。これまでＮＩＣＵの整備を進めてきた結果、平成２９

年（２０１７年）４月時点の本県のＮＩＣＵ数は１４３床となり、平成２８年

（２０１６年）の出生数（５４，４４８人）に基づく最低必要数を満たしまし

た。 

しかし、県内のＮＩＣＵは常に満床状態であり、平成２８年（２０１６年）

の母体搬送（妊娠６か月以降）の約１３％に当たる１４３人が近隣都県に搬送

されています。 

平成２９年（２０１７年）１月に県内２か所目の総合周産期母子医療センタ

ーを整備しましたが、地域周産期母子医療センターを含めた周産期母子医療セ

ンター数は、出生数一万人当たりで比較すると、全国平均の約５か所に対して

約１．８か所と少ない状況であり、県内における地域の偏在も見られます。 

これらの課題を解決するため、引き続きハイリスク出産に対応した周産期医

療体制の充実に努めるとともに、近隣都県との連携体制の構築、ＮＩＣＵ入院

児が早期に退院できる環境整備等に取り組む必要があります。 
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(2) 継続的な周産期医療体制の確保 

出生数千人当たりで比較すると、分娩
べん

取扱施設における常勤産婦人科医数（平

成２６年（２０１４年））は、全国平均８．６人に対して本県は約６．４人、

新生児専門医数（平成２９年（２０１７年）２月）は全国平均約０．７人に対

して本県は約０．５人と、いずれも全国平均を大きく下回っています。このた

め、周産期医療に従事する医師の負担は非常に大きく、医師の確保・育成に加

え、医師の負担軽減策が必要です。 

平成１４年（２００２年）に１２９か所あった本県の分娩
べん

取扱医療機関数は

平成２９年（２０１７年）には９２か所まで減少しました。また、平成１４年

（２００２年）の出生場所の割合は診療所が４８．０％、病院が５０．６％で

したが、平成２７年（２０１５年）は診療所が４２．４％、病院が５６．８％

となりました。 

一方、分娩
べん

取扱診療所の平均常勤産婦人科医数の推移は１．９人（平成２０

年（２００８年））から２．２人（平成２６年（２０１４年））と、１～２名

の医師による診療体制には大きな変化がない一方、分娩
べん

取扱病院の平均常勤産

婦人科医数は５．１人（平成２０年（２００８年））から６．９人（平成２６

年（２０１４年））と増加傾向であり、分娩
べん

取扱病院においては、勤務環境の

整備や分娩
べん

体制の維持等のために一定程度の集約化が進んでいると考えられま

す。 

このような傾向を踏まえて、県内で安全に出産ができる体制の継続的な確保

に取り組む必要があります。 

このほか、周産期メンタルヘルス等の課題にも取り組む必要があります。 

(3) 災害時における周産期医療体制の整備 

東日本大震災を踏まえた研究等によって、被災地や周辺地域における情報伝

達網の遮断や、小児・周産期医療に精通した災害医療従事者が不足しているこ

となどから、現状の災害医療体制では小児・周産期医療に関して準備不足であ

ることが指摘されています。このため、災害時における小児・周産期医療体制

の整備が必要です。 

災害時には近隣都県との連携も必要であり、ハイリスク出産への対応を含め、

近隣都県との連携体制の構築が必要です。 

 

３ 課題への対応 

(1) ハイリスク出産への対応 

周産期医療体制の充実・連携強化を図ります。 

(2) 継続的な周産期医療体制の確保 

医療人材の確保、医師の負担軽減等を図ります。 
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(3) 災害時における周産期医療体制の整備 

災害時における周産期医療ネットワークを構築します。 

 

４ 主な取組 

(1) ハイリスク出産への対応 

ア 救命措置が必要な妊産婦の受入体制の確保 

イ ハイリスク妊婦又は新生児の搬送調整体制の確保 

ウ 近隣都県との連携体制の構築 

エ 周産期母子医療センターの整備、運営支援等による周産期医療体制の充実 

オ 遠隔胎児診断支援システムの活用促進 

カ 小児在宅医療の推進 

(2) 継続的な周産期医療体制の確保 

ア 周産期医療に携わる医療人材の確保・育成 

イ 助産師、看護師の職能向上による医師の負担軽減 

ウ 分娩
べん

取扱施設に対する支援 

エ 産科医と精神科医の連携体制の構築 

(3) 災害時における周産期医療体制の整備 

ア 災害時小児周産期リエゾンの配置 

イ 災害時における周産期医療ネットワークの構築 

ウ 近隣都県との連携体制の構築（再掲） 

 

５ 指標 

(1) 県外への母体搬送数（妊娠６か月以降） 

現状値 １４３人 → 目標値 ７０人 

（平成２８年）    （平成３５年） 

(2) 県内の出生数に対する分娩
べん

取扱数の割合 

現状値 ９５％ → 目標値 ９５％ 

（平成２８年）   （平成３５年） 

(3) 災害時小児周産期リエゾン指定者数 

現状値  ３人 → 目標値 ２１人 

（平成２９年度）  （平成３５年度） 

 

第４節 小児医療 

１ 目指すべき姿 

身近な地域で夜間・休日に初期救急医療を受けられる体制の充実を図り、症状

の重い小児患者には迅速かつ適切な救命処置を行うため、小児救命救急センター
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をはじめとした受入体制を強化します。 

子供の急な病気やけがに対する保護者の不安に対応し、救急医療機関の負担を

軽減するため、小児救急電話相談を充実させ、医療機関の適正受診を推進します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 小児救急医療を取り巻く状況 

本県の一日の小児（０歳から１４歳までを指す。）推計患者数は、入院で約

０．９千人、外来で約４０．４千人となっています。 

入院については、周産期に発生した病態のほか、喘息をはじめとする呼吸器

系の疾患、先天奇形、変形及び染色体異常、神経系の疾患が多くなっています。 

外来については、急性上気道感染症をはじめとする呼吸器系の疾患が多くな

っています。 

小児の救急搬送人数は、少子化にもかかわらず、この５年で２万２千人程度

と横ばいであり、中でも軽症患者の割合は約８５％になっています。 

また、第二次救急医療圏別に見ると、東部南地区や東部北地区、比企地区、

児玉地区の救急受入率が県全体と比較して低く、特に児玉地区は群馬県への依

存度が高い状況です。 

(2) 小児救急医療の提供体制（初期～第三次） 

小児救急医療については、症状に応じて初期から第三次までの救急医療体制

と救急医療情報システムを整備しています。 

初期救急は、入院を必要としない軽症患者を対象とし、市町村が休日夜間急

患センター、在宅当番医制により整備しています。 

第二次救急は、入院や手術を必要とする重症患者を対象とし、県が第二次救

急医療圏ごとに輪番制（小児救急医療支援事業）又は拠点病院制（小児救急医

療拠点病院運営事業）により整備しています。 

第三次救急は、生命の危機が切迫している重篤患者を対象とし、県が小児救

命救急センターを整備しています。 

地域の状況を踏まえ、初期救急から第三次救急までの機能が適切に発揮され

るよう、県と市町村が連携してその整備に取り組む必要があります。 

県内のどこに住んでいても、必要なときに小児救急医療を受けられる体制が

確保されていることが必要です。しかし、夜間や休日も含めた小児救急患者に

対応できる第二次救急医療圏の割合は、平成２９年度（２０１７年度）当初で

８６％であり、依然として全ての曜日に対応できない医療圏があります。休日・

夜間の適切な医療の提供を確保するため、医療資源が必ずしも十分にない地域

は集約化・重点化するなど救急医療体制を更に強化する必要があります。 

また、地域の医療機関では対応困難な小児重症救急患者を受け入れられるよ
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う、小児救命救急医療体制を強化するため、県内に２か所、小児救命救急セン

ターを整備しました。 

一方、夜間や休日に、軽症であっても小児科のある救急病院を受診するケー

スが増加し、小児救急病院の負担が増大しています。 

その結果、医師の疲弊や減少により輪番制から撤退する病院が出るなど、小

児救急医療体制の維持が困難な地域があります。 

背景として、少子化や核家族化が進み、身近に相談できる人がいないことに

よる保護者の不安感や、専門・高度医療志向の高まりなどが指摘されています。 

保護者の不安を軽減するとともに適切な受診を促進し、小児救急病院への軽

症患者の集中を緩和する必要があります。 

初期、第二次及び第三次における救急医療機関の適切な役割分担と連携によ

り、医療体制の充実を図る必要があります。 

 

３ 課題への対応 

(1) 初期、第二次、第三次の小児救急医療体制の整備を促進します。 

(2) 救急医療情報システムを活用し、救急隊と医療機関との連携強化などにより

小児救急搬送体制の充実を図ります。 

(3) 保護者の不安の軽減と小児救急病院への患者集中の緩和を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 地域の実情を踏まえた小児救急医療体制の整備・充実 

(2) 中核的医療機関の診療を開業医が支援する仕組みの構築 

(3) ＰＩＣＵ（小児集中治療室）など小児救命救急センターの機能充実 

(4) 救急医療情報システムの機能強化 

(5) ドクターヘリを活用した早期治療の推進 

(6) 小児医療に関する正しい受診方法の普及啓発 

(7) 小児救急電話相談事業の充実 

(8) 内科医等に対する小児救急実践研修の実施による小児初期診療体制への支援 

 

５ 指標 

(1) 小児救急搬送で４回以上の受入照会を行った割合 

現状値 ３．４％ → 目標値 ２％ 

（平成２７年）    （平成３５年） 

(2) 夜間や休日も小児救急患者に対応できる第二次救急医療圏の割合 

現状値 ８６％ → 目標値 １００％ 

（平成２９年４月）  （平成３６年４月） 
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(3) 小児救急電話相談の相談件数 

現状値 ７０，７５９件 → 目標値 １４０，０００件 

（平成２８年度）      （平成３５年度） 

 

第５節 へき地医療 

１ 目指すべき姿 

県内のどこに住んでいても、一定水準の医療の提供を受けられる体制の確保を

目指します。 

 

２ 現状と課題 

無医（無歯科医）地区などの、交通機関も少なく医療に恵まれない地域（いわ

ゆるへき地）については、住民が必要とする医療を受けられる体制の整備が必要

です。 

本県は、無医地区はありませんが、これに近い状況にある地域もあるため、体

制の充実に向けた支援が必要です。 

 

３ 課題への対応 

(1) へき地に勤務する医師の確保を支援します。 

(2) へき地医療を支援する体制の確保を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 自治医科大学卒業医師や奨学金貸与医師等の地域病院への派遣 

(2) へき地に勤務する医師のキャリア形成支援 

(3) 病院、地域医師会との連携による後方支援体制の整備 

 

第３章 在宅医療の推進 

第１節 在宅医療の推進 

１ 目指すべき姿 

在宅医療は、最期まで住み慣れた自宅等で自分らしい生活を続けられるよう、

入院医療や外来医療、介護、福祉サービスと相互に補完しながら、患者の日常生

活を支える医療であり、地域包括ケアシステムに不可欠な構成要素です。 

在宅での療養を希望する患者が住み慣れた地域で必要な医療を受けるため、(1)

在宅療養に向けた退院支援、(2)日常の療養生活の支援、(3)急変時の対応、(4)

患者が望む場所での看取りを目指し、地域における医療や介護の多職種連携を図

りながら２４時間体制で在宅医療が提供される体制を構築します。 
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２ 現状と課題 

悪性新生物（がん）、心疾患、脳血管疾患などの生活習慣病（慢性疾患）が死

因の上位を占めるという疾病構造の変化や高齢化の進展に伴い、要介護認定者や

認知症患者は大幅に増加しています。そのため、自宅や地域で疾病や障害を抱え

つつ生活を送る人が今後も増加していくことが見込まれます。 

平成２９年（２０１７年）における６５歳以上の県内高齢者人口は１８３万人(町

（丁）字別人口（平成２９年１月１日現在））ですが、平成５２年（２０４０年）

には約２２０万人（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口

（平成２５年３月推計）」）となり、同年の７５歳以上の人口割合は、現在の１

１．１％から１８．２％に増加します。 

また、６５歳以上の高齢者のいる世帯の約６割が独居又は夫婦のみの世帯であ

り、今後は、高齢者の世帯動向、居宅等の形態も踏まえ、医療提供のあり方を検

討することが重要です。 

このように、疾病構造の変化や高齢化の進展、医療技術の進歩、ＱＯＬ（生活

の質）の向上を重視した医療への期待の高まり等により、平成２８年度（２０１

６年度）に策定した「埼玉県地域医療構想」で、平成３７年（２０２５年）の在

宅医療等の必要量は平成２５年（２０１３年）の約１．８倍の８２，３７２人／

日（うち訪問診療分は４５，７３１人／日）と推計されており、在宅医療のニー

ズは大幅に増加し、また多様化していきます。 

(1) 退院支援 

在宅医療は、増大する慢性期の医療ニーズの受け皿としての役割が期待され

ています。最近は何らかの医療処置を必要とする在宅療養患者が増加してきた

ことから、医療の継続性を確保するとともに、退院に伴って新たに生じる心理

的・社会的問題の予防や対応のための退院後の生活を見据えた入院初期からの

退院支援が重要となっています。 

(2) 日常の療養生活の支援 

訪問診療を実施する医療機関は平成２９年（２０１７年）３月末現在、７６

６か所です。公益社団法人日本医師会の「かかりつけ医機能と在宅医療につい

ての診療所調査結果」によると、在宅医療を実施する上で特に大変なこととし

て、診療所の約７割が２４時間対応の困難さを挙げています。 

在宅医療の多くが診療所を中心とした小規模な組織体制で提供されており、

２４時間対応、急変時の対応及び看取りを行うための連携体制の構築が求めら

れています。 

訪問看護利用者数、訪問看護ステーション数、訪問看護ステーションに従事

する看護職員数いずれも増加傾向にありますが、今後さらに医療・介護需要の

大幅な増加が見込まれます。このため、医療依存度の高い患者やターミナルケ
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ア、２４時間対応など様々なニーズに対応できるよう、訪問看護を担う人材の

確保や育成、安定的な訪問看護サービスの提供体制の整備を強化することが必

要です。 

療養生活の質の向上に向け、歯・口腔
くう

の健康状態の悪化や機能低下、これら

による栄養不足や運動機能低下、誤嚥
えん

性肺炎の予防などのため、在宅療養患者

への歯科医療の提供促進が求められています。 

在宅療養患者の多剤・重複投薬や相互作用の防止、残薬解消など薬学的管理・

指導を行い、服薬情報を一元的・継続的に把握することが求められています。 

患者が安心して質の高い在宅医療を受けられるよう、多職種協働による包括

的かつ継続的な医療を提供することが必要です。このため、地域における病院、

診療所、歯科診療所、薬局、訪問看護ステーション、居宅（地域密着型）サー

ビス事業所などの連携体制の構築が必要です。 

(3) 急変時の対応 

急変時の対応に関する患者の不安や家族の負担への懸念がある中で、こうし

た不安や負担の軽減が、在宅での療養を継続するための重要な課題となってい

ます。 

そのため、往診や訪問看護の対応が可能な連携体制、緊急時に円滑に入院で

きる病床の確保といった後方支援体制の構築が求められます。 

(4) 在宅での看取り 

患者や家族のＱＯＬ（生活の質）の維持・向上を図りつつ療養生活を支える

とともに、患者や家族が希望した場合には、自宅で最期を迎えることを可能に

する医療及び介護体制の構築が求められています。 

高齢化の進展に伴い、介護施設等で最期を迎える人が増加していることから、

介護施設等による看取りを必要に応じて支援していくことが求められます。 

 

３ 課題への対応 

(1) 退院支援、日常の療養生活の支援、急変時の対応、在宅における看取りなど

在宅医療を担う医療や介護の関係機関相互の連携強化を図ります。 

また、市町村や地域の郡市医師会、歯科医師会、薬剤師会等の関係団体や保

健所が連携しながら在宅医療の推進を図っていきます。 

特に保健所は、医療・介護連携の円滑な実施に向けて、地域の郡市医師会等

の関係団体と連携して調整を行うなど、積極的に役割を果たしていきます。 

(2) 在宅医療において、医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、歯科衛生士、介護

支援専門員（ケアマネジャー）、介護職員など多職種が互いの専門的な知識を

活かしながらチームとなって患者・家族をサポートしていく体制を構築します。 

また、多職種のチームによる医療において、多職種間での情報共有をより円
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滑に進めていくため、ＩＣＴによる医療・介護連携ネットワークシステムの普

及・拡大を図っていきます。 

(3) 多職種連携による在宅医療を推進するため、関係機関・団体等と連携し、必

要な専門的・基礎的知識及び技術を習得するための研修の実施等により在宅医

療に関わる医療や介護の人材育成を図っていきます。 

(4) 県内全ての郡市医師会に設置され、市町村が実施する在宅医療・介護連携推

進事業として運営されている在宅医療連携拠点については、退院支援、日常の

療養生活の支援、急変時の対応、在宅における看取りなどを推進するため、在

宅医療に必要な連携を担う窓口として積極的な役割を果たせるよう支援してい

きます。 

また、在宅医療・介護連携推進事業において、特に「切れ目のない在宅医療

と在宅介護の提供体制の構築推進」、「在宅医療・介護連携に関する相談支援」、

「在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携」については、医療に係る専

門的・技術的な対応が必要であり、また、二次保健医療圏等の広域的な連携が

必要であることから重点的に支援をしていきます。 

(5) 人生の最終段階における療養の場所や希望する医療について、医療従事者か

ら適切な情報の提供と説明がなされた上で、患者本人が意思決定できる体制を

整えるとともに、人生の最終段階における医療の提供や在宅での看取り体制の

構築を図ります。 

(6) 訪問看護師の確保や、医療依存度の高い患者やターミナルケアに対応できる

質の高い訪問看護師の育成を促進します。 

(7) 県内全ての郡市歯科医師会に加え地域の実情に応じて設置された地域在宅歯

科医療推進拠点では、訪問歯科診療等の相談や受診調整、入院患者の歯と口腔
くう

内の状況把握などにより在宅歯科医療を推進します。 

併せて、医療・介護の多職種と連携しながら、口腔
くう

内と全身の健康状態の改

善を通して在宅療養患者のＱＯＬ（生活の質）の向上を図っていきます。 

(8） がん患者等に専門的な薬物療法を提供できる高度薬学管理機能を有する薬局

の体制整備を支援し、緩和ケアや残薬管理等に対応できる薬剤師を育成すると

ともに、地域の医療機関などとの連携の促進を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 地域において在宅療養を支援する連携体制の構築 

(2) 患者を支える多職種連携システムの確立 

(3) 在宅医療に関わる医療・介護人材の育成 

(4) 在宅医療連携拠点に対する広域的な支援と在宅医療・介護連携推進事業を実

施する市町村への支援 
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(5) 人生の最終段階における医療提供体制の整備 

(6) 在宅医療を担う訪問看護師の確保・育成 

(7) 在宅歯科医療の推進を担う地域在宅歯科医療推進拠点の充実 

(8) 在宅医療を担う薬局の整備促進と薬剤師の育成 

 

５ 指標 

(1) 訪問診療を実施する医療機関数（在宅時医学総合指導管理料及び施設入居時

等医学総合指導管理料の届出医療機関数） 

現状値 ７６６か所 → 中間目標値 ９３０か所 

（平成２８年度）    （平成３２年度） 

 → 目標値 １，０７５か所 

   （平成３５年度） 

(2) 県内の訪問看護ステーションに従事する訪問看護職員数 

現状値 ２，１３３人 → 中間目標値 ２，２８０人 

（平成２８年末）     （平成３２年末） 

 → 目標値   ２，５４０人 

   （平成３４年末） 

(3) 在宅患者調剤加算算定薬局数 

現状値 ６４０薬局 → 中間目標値 ７６０薬局 

（平成２８年度）    （平成３２年度） 

 → 目標値   ８５０薬局 

   （平成３５年度） 

(4) 在宅歯科医療実施登録機関数（再掲） 

現状値 ７８２医療機関 → 中間目標値 １，０８０医療機関 

（平成２８年度）      （平成３２年度） 

→ 目標値   １，２００医療機関 

  （平成３５年度） 

※ 在宅医療に関する指標については３年後に見直しを行うため、中間年におけ

る目標値を設定しています。 

 

第４章 医療従事者等の確保 

第１節 医療従事者等の確保 

１ 目指すべき姿 

医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、介護支援専門員（ケアマネジャー）等の

保健医療福祉従事者は、医療の高度化・専門化や異次元の高齢化などを背景に、

求められるニーズに対応していく医療・介護サービス提供体制の根幹を成すもの
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となります。 

医師の地域的な偏在や診療科間の偏在の解消を含めた保健医療福祉人材の確保

を目指します。さらに保健医療福祉従事者の質の向上や各々が持つ力を最大限に

発揮できる環境整備を推進していくことで、地域において県民に安心・安全で価

値の高い医療・介護サービスが提供されることを目指します。 

 

２ 現状と課題 

医療の高度化・専門化に伴い、より質の高い、多様なサービスが保健医療従事

者に求められています。 

急速な高齢社会への対応等により、保健・医療・福祉サービスの需要の増大が

見込まれます。保健医療福祉従事者として、幅広く、多様な分野に対応できる人

材の確保が必要となっています。 

(1) 医師 

平成２８年（２０１６年）１２月末現在、県内の医療施設等で就業している

医師数は、１２，１７２人であり、平成１８年（２００６年）の１０，０１６

人と比べ２，１５６人、２１．５％増加しています。 

本県は、人口急増県であることから、人口十万人当たりの医師数は、１６７

人であり、全国（２５１．７人）を大きく下回り、都道府県中４７位です。 

しかし、平成１８年（２００６年）と比較すると、１７．９％増加しており、

全国の伸び（１５．７％）を上回っています。 

また、医師の都市部への集中などによる地域偏在や、産科、小児科、救急等

を担当する医師が少ないなどの診療科偏在への対応も課題となっています。 

このため県では、平成２５年（２０１３年）１２月に県、県医師会、大学、

県内医療機関が一体となって医師確保対策に取り組む「埼玉県総合医局機構」

を創設しました。 

埼玉県総合医局機構では、医師不足地域や医師が不足している診療科への勤

務を条件として、医学生への奨学金や研修医への研修資金を貸与することなど

により、医師の確保や偏在の解消に努めています。 

また、医療従事者向けの教育研修施設である地域医療教育センターを開設す

るなど、医師をはじめとした医療従事者の県内への誘導と定着を図っています。 

(2) 歯科医師 

平成２８年（２０１６年）１２月末現在、県内の医療施設等で就業している

歯科医師数は、５，２９３人であり、平成１８年（２００６年）の４，６３７

人）と比べ６５６人、１４．１％増加しています。 

人口十万人当たりの歯科医師数は、７２．６人であり、全国（８２．４人）

を９．８人下回り、都道府県中２３位です。 
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しかし、平成１８年度（２００６年度）と比較すると１０．７％と全国の伸

び（８．３％）以上に増加しています。 

高齢社会の一層の進展にあって、健康寿命の延伸のために、口腔
くう

の健康維持

による生活習慣病、認知症の予防を含めた計画的な歯科医学的管理や療養上必

要な指導・支援を行う「かかりつけ歯科医」の機能充実が求められています。 

また、要介護状態であっても適切な歯科医療が受けられるよう、在宅歯科医

療をはじめとする多様な歯科保健医療サービスに対するニーズに対応していく

必要があります。 

患者のＱＯＬ（生活の質）の確保など県民に対する保健医療サービスの向上

を図るため、地域ケア会議等に歯科医師、歯科衛生士が参画するなど、保健・

医療に関する関係職種と歯科との連携・協働が不可欠です。 

(3) 薬剤師 

平成２８年（２０１６年）１２月末現在、県内の医療施設等で就業している

薬剤師数は、１５，１００人であり、平成１８年（２００６年）の１１，７４

２人と比べ３，３５８人、２８．６％増加しています。 

人口十万人当たりの薬剤師数は、２０７．２人であり、全国（２３７．４人）

を３０．２人下回っており、都道府県中２６位です。しかし、平成１８年度（２

００６年度）と比較すると２４．７％と全国の伸び（２０．１％）以上に増加

しています。 

医療の高度化・専門化、チーム医療の普及、患者等への医薬品の情報提供及

びかかりつけ薬剤師・薬局機能の推進等により、高度な知識・技術と臨床経験

を有する薬剤師の確保が求められています。 

(4) 看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師） 

平成２８年（２０１６年）１２月末現在、県内の医療施設等で就業している

看護職員数は、６４，４９１人（保健師２，０６７人、助産師１，５７３人、

看護師４６，４１６人、准看護師１４，４３５人）であり、平成１８年（２０

０６年）の４６，８５２人と比べ１７，６３９人、３７．６％増加しています。 

医療・介護需要の大幅な増加が見込まれる平成３７年（２０２５年）に向け

て、養成のみならず、少子化や人口減少を踏まえた離職防止・定着促進、再就

業支援を軸とした総合的な看護職員確保対策を強化していく必要があります。 

様々なライフステージで働き続けられるよう勤務環境改善の促進や、ナース

センターを活用した復職支援なども含めた、将来を見据えた県民の医療ニーズ

に対応できる人材の確保（人材の提供体制の整備）を推し進めていかなければ

なりません。 

人材確保とともに、医療の高度化・専門化、県民の医療ニーズの多様化・複

雑化に対応するため、より高度な知識と技術を有する看護職員の育成が求めら
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れています。 

また、今後の在宅医療のニーズの増加への対応として、訪問看護を担う人材

の確保・定着や育成を強化していく必要があります。 

(5) 介護支援専門員（ケアマネジャー） 

平成２９年（２０１７年）５月３１日現在、県内の指定居宅介護支援事業所

に勤務する介護支援専門員の数は、８，３９７人です。 

高齢化の進展に伴い、介護を必要とする高齢者が増加し、必要となる介護支

援専門員の数は、ますます増加するものと見込まれます。 

適切な介護サービスの調整が行われるよう、介護支援専門員の資質の向上が

求められています。 

 

３ 課題への対応 

(1) 医師 

医師の確保を進めるとともに、地域偏在、診療科偏在の解消を図ります。ま

た、教育研修環境の向上によるスキルアップ支援や若手医師のキャリア形成支

援などにより、医師の県内医療機関への誘導及び定着を図ります。 

(2) 歯科医師 

予防と治療が一体となった歯科保健医療サービス提供のための総合的な対策

を実施し、「かかりつけ歯科医」としての知識と技術を有する歯科医師の育成

を促進していきます。また、歯科チームとしてより高度な知識と技術を有する

歯科衛生士の育成・確保を促進します。 

(3) 薬剤師 

がん患者等高度な薬物療法を必要とする在宅医療への対応や、多剤・重複投

薬の防止、残薬対策等対人業務においてより専門性を発揮できる、「かかりつ

け薬剤師」の育成・確保を推進していきます。 

(4) 看護職員 

総合的な人材確保の対策を講じることにより、県民のニーズに対応できる看

護職員の確保を図ります。併せて、県民に安心・安全で価値の高い医療・介護

サービスが提供できるよう、専門性の高い看護師の育成を促進します。 

(5) 介護支援専門員（ケアマネジャー） 

多様化するニーズに対応するため介護支援専門員の資質の向上を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 医師 

ア 埼玉県総合医局機構による一元的な医師確保対策の推進 

県、県医師会、大学、県内医療機関など地域の医療関係機関で構成する埼
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玉県総合医局機構が、医師の確保や医師の地域偏在・診療科偏在の解消など

に取り組むコントロールタワーとして、医師確保対策を一元的に実施してい

きます。 

イ 医師の地域偏在・診療科偏在の解消 

国のデータベースの活用などにより医師の充足状況の把握をするとともに、

医師不足地域や医師が不足している診療科への勤務を条件として、医学生へ

の奨学金や研修医への研修資金を貸与し、医師の地域偏在、診療科偏在の解

消に努めます。 

また、産科や小児科等の魅力、やりがいなどについて、医学生や研修医の

動機付けとなるような様々な情報発信を行い、医師不足診療科等に勤務する

医師の確保に努めます。 

さらに、大学附属病院・医学系大学院などの整備を支援することにより、

医師の確保を図ります。 

ウ 奨学金貸与者等若手医師に対するキャリア形成支援 

奨学金等の返還免除要件である義務年限を果たしながら専門医等の資格を

取得できるキャリア形成プログラムの策定などのキャリア形成支援体制を構

築し、若手医師等が安心して地域医療に従事できる環境を整備します。 

エ 臨床研修医などの医師の誘導・定着策の推進 

県内で臨床研修を実施する魅力などについて様々な情報発信を行い、臨床

研修医の県内医療機関への誘導と定着を図ります。 

オ 地域医療教育センターによる教育研修環境の向上 

シミュレーターを活用した医療従事者向け教育研修施設である地域医療教

育センターにより、県内医療従事者のスキルアップ支援を実施するとともに、

教育研修環境の向上による県内医療機関への誘導と定着を図ります。 

カ 病院勤務医等の負担軽減 

開業医による地域の拠点病院支援や医療機関における勤務環境の実態把握、

勤務環境改善支援などにより、病院勤務医等の負担軽減や働きやすい職場環

境づくり等による病院の魅力向上を図ります。 

キ 女性医師に対する就業支援策の推進 

女性医師支援センターによる女性医師の復職支援や、短時間勤務制度の導

入などによる女性医師が辞めない職場づくりを支援します。 

(2) 歯科医師 

ア 医科歯科連携の推進 

歯科の立場から生活習慣病、認知症の予防・改善を図るため医科歯科連携

の強化を促進し、歯科衛生士の資質向上にも努めます。 

イ 地域における多職種連携の推進 



- 76 - 

 

地域ケア会議への参画等をはじめ、地域包括ケアにおける多職種連携の中

で歯科専門職としての知識を活かしながら患者・家族をサポートしていく体

制を構築していきます。 

(3) 薬剤師 

無菌調剤、緩和ケア等高度な知識と技術を有し、また、多職種と連携しなが

ら在宅医療を担う地域の「かかりつけ薬剤師」を育成します。 

(4) 看護職員 

ア 看護職員の養成 

看護師等養成所教員の資質向上による看護基礎教育の強化や、看護師等養

成所の運営支援、看護学生に対する育英奨学金の貸与等を行うことにより、

県内の看護職員の確保・定着を促進していきます。 

イ 看護職員の離職防止・定着促進 

新人看護職員が臨床実践能力を獲得するための研修の実施及び支援、病院

内保育所の運営支援や働きやすい職場づくり支援等を行うことにより、早期

離職防止や就労環境改善による定着、離職防止を促進していきます。 

ウ 看護職員の再就業支援 

ナースセンターを拠点とした職業紹介や届出制度活用促進を図ることによ

り、育児等で離職した看護有資格者の再就業を支援していきます。 

エ 看護職員の資質の向上 

専門分野の看護師研修の実施や、指導的役割を担う看護師を育成するため

に認定看護師の確保や支援を行うなど、高度・専門的な医療提供に資する看

護師の育成を図ります。 

また、特定行為研修の体制の整備に関し、現状把握や課題抽出を踏まえ、

特定行為研修に係る支援事業の検討を行っていきます。 

オ 保健師の現任教育の充実と資質の向上 

職務経験に合わせた階層別の研修や健康福祉分野に係る課題を対象とした

専門分野の研修により保健師の資質の向上を図ります。 

カ 在宅医療を担う訪問看護師の確保・育成 

訪問看護ステーションにおける体験実習や、高度な医療に対応する訪問看

護師を育成する訪問看護ステーションへの支援等を行うことにより、訪問看

護師の確保・定着、資質向上を図ります。 

キ 助産師の活用の推進 

助産師就業の偏在把握や助産師出向の検討等を行い、助産師就業の偏在是

正、助産師実践能力の強化等を促進していきます。 

(5) 介護支援専門員（ケアマネジャー） 

介護支援専門員に対して介護の専門的知識・技術を習得する研修を実施する
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ことにより資質向上を図り、介護サービスの質の向上を図ります。 

(6) その他の保健医療福祉従事者 

地域の保健・医療・福祉を取り巻く状況の変化や多様化するニーズに的確に

対応するため、研修等を実施することにより、従事者の資質向上を図ります。 

 

５ 指標 

(1) 臨床研修医の県内採用数 

現状値 １，３１１人 → 目標値 ２，１８４人 

（平成２４年度～平成２８年度） （平成２９年度～平成３５年度） 

(2) 県内の訪問看護ステーションに従事する訪問看護職員数（再掲） 

現状値 ２，１３３人 → 中間目標値 ２，２８０人 

（平成２８年末）     （平成３２年末） 

→ 目標値   ２，５４０人 

（平成３４年末） 

(3) 県内医療施設（病院・診療所）の医師数（人口十万人当たり） 

現状値 １６０．１人（全国最下位） → 目標値 全国最下位脱出 

（平成２８年末）            （平成３２年末） 

 

第５章 医療の安全の確保 

第１節 医療の安全の確保 

１ 目指すべき姿 

県民の健康を確保するためには、県民が安心して医療機関を受診できる環境づ

くりを進める必要があります。そのため、患者本位の医療の実現が重要であり、

医療提供者及び県による分かりやすい情報提供や相談体制などの体制づくりを目

指します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 患者本位の医療の提供 

医療提供体制は県民の健康を確保するための重要な基盤です。また、患者本

位の医療の実現が重要であり、医療提供者及び県による分かりやすい情報提供

や相談体制などの環境づくりと患者・家族が積極的かつ主体的に医療に参加し

ていく仕組みづくりが求められます。 

医療機関におけるインフォームド・コンセントやセカンド・オピニオンの充

実が求められており、平成１９年度（２００７年度）から「患者さんのための

３つの宣言」実践医療機関を県が登録、公表しています。 

平成１８年（２００６年）の医療法の改正により、患者等が医療に関する情
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報を十分に得られ、適切な医療を選択できるよう支援するため、医療機能情報

の提供制度が創設されました。 

また、同様の趣旨から薬局機能についても薬事法（現「医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」）の改正により、薬局機能

情報の提供制度が創設されました。 

平成２０年（２００８年）３月から「埼玉県医療機能情報提供システム」を

県ホームページに掲載し、県内約１万の医療機関及び薬局から報告された医療

機能情報等を公表しています。 

(2) 医療安全の確保 

新たな多剤耐性菌による院内感染の発生などにより、医療の安全性向上と信

頼の確保への取組が重要な課題となっています。 

平成１８年（２００６年）の医療法の改正により、全ての医療機関の管理者

に、医療の安全のための体制整備、院内感染対策の体制整備、医薬品・医療機

器の安全使用・安全管理のための体制整備が義務付けられました。 

また、薬事法（現「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律」）の改正により、薬局に対しては、医薬品の業務に係る医療の

安全管理体制の整備が義務付けられました。 

医療事故等の防止に向け、医療従事者一人一人の意識改革と資質向上はもと

より、組織的な取組を進めていくことが重要です。 

患者やその家族など県民からの医療に関する相談に応じるため、「医療安全

相談窓口」を県医療整備課及び各保健所内に設置し、必要な情報を提供すると

ともに、必要に応じて医療機関に対し助言・指導を行っています。 

相談件数は、年間約６千件を超え、主な相談内容としては「健康・病気」に

関するものが最も多く、次いで「医療機関案内」、「対応・接遇」の順となっ

ています。 

 

３ 課題への対応 

(1) 医療機関及び薬局から医療機能に関する情報を収集し、県民や患者に必要な

情報を提供することにより、安心して自らが望む医療機関及び薬局の選択がで

きるように支援します。 

(2) 医療におけるインフォームド・コンセントやセカンド・オピニオンなどの普

及を支援するとともに、医療安全相談体制の機能強化を図ります。 

(3) 医療の安全を確保するための体制整備を進めます。 

 

４ 主な取組 

(1) 埼玉県医療機能情報提供システムの運営 
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(2) 患者の視点に立った医療サービスの質的向上の推進 

(3) 医療安全相談体制の充実 

(4) 医療機関の医療安全管理体制の確立の支援 

 

５ 指標 

「患者さんのための３つの宣言」実践登録医療機関の割合 

現状値 ５３％ → 目標値 ６０％ 

（平成２９年度）  （平成３５年度） 

 

※ がんや脳卒中など主要な疾病等の病態に応じた各機能（急性期、回復期、在宅

医療など）の診療実施施設については、「埼玉県医療機能情報提供システム」を

活用し、県ホームページにより情報提供します。 

ＵＲＬ：http://www.iryo-kensaku.jp/saitama/ 

 

第２節 医薬品等の安全対策 

１ 目指すべき姿 

県民の命と健康を守るという絶対的な使命感に基づき、品質の高い、安全な医

薬品などの流通を目指します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 安全な医薬品などの供給 

近年、技術の進歩や医薬品などの流通がグローバル化したことに伴い、最先

端の技術等を利用した医薬品や、海外で開発された医薬品などが使用され、保

健医療の向上に寄与しています。 

一方、これら医薬品などによる保健衛生上の危害を未然に防止するため、高

度な品質の確保とともに、副作用の低減化や細菌等による汚染防止などの安全

対策が強く求められています。 

そのため、医薬品などの製造から流通、更には市販後の使用に至る各段階で、

国際水準に対応した監視指導・検査体制を充実強化する必要があります。 

また、製造販売業者などによる自主管理の充実強化を推進することが必要で

す。 

さらに、インターネット等の普及により、医薬品などの入手経路が多様化し

ていることから、いわゆる健康食品や無承認無許可医薬品等による健康被害を

未然に防止するための監視指導の強化が必要です。 

(2) 薬物乱用対策の推進 

近年、覚醒剤等の薬物事犯の検挙者数は横ばい傾向にありますが、薬物乱用
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者が青少年や一般市民層に広がり、深刻な社会問題となっています。 

このような状況に対応するためには、学校・家庭・地域が連携した薬物乱用

の予防啓発が必要です。また、薬物乱用者の約半数は再乱用者であることから、

薬物乱用者の回復支援も必要です。 

さらに、流通が巧妙化、潜在化する危険ドラッグや新たな形態の薬物の出現

に対応するため、迅速な流通規制と継続的な監視が必要です。 

(3) 毒物劇物安全対策の充実 

毒物劇物は、工業薬品、試薬、農薬など幅広い分野で使用されています。 

毒物劇物は取扱いを誤ったり、事故が発生した場合には、保健衛生上の大き

な危害発生のおそれがあります。 

毒物劇物取扱者による毒物劇物の適正管理や事件・事故発生時の安全対策を

充実強化する必要があります。 

 

３ 課題への対応 

(1) 医薬品などの品質、有効性及び安全性を確保するため、国際水準に基づき医

薬品製造販売業者などに対する監視指導を行い、医薬品などの製造、品質管理

や安全管理の充実強化を図ります。 

(2) 収去検査やいわゆる健康食品の検査により、不良品及び無承認無許可医薬品

等の発見に努め、これらの健康被害の発生防止に努めます。 

(3) 覚醒剤、大麻、危険ドラッグなどの薬物乱用による健康被害を防止するため、

予防啓発の充実強化や再乱用防止の徹底、乱用薬物の流通阻止を図ります。 

(4) 毒物劇物などの化学物質による危害を未然に防止するため、毒物劇物製造業

者などに対する監視指導体制及び危機管理体制の整備充実を図ります。 

 

４ 主な取組 

(1) 医薬品などの品質管理の徹底 

(2) 医薬品などの製造販売業者などに対する監視指導及び収去検査の実施 

(3) いわゆる健康食品の買上検査及び広告監視の強化 

(4) 薬物乱用対策の推進 

(5) 危険ドラッグなどの製造・流通の防止 

(6) 毒物劇物製造業者などに対する監視指導の実施 

(7) 毒物劇物などによる危害の発生防止に関する情報の収集及び提供体制の整備

充実 

 

第３節 医薬品の適正使用の推進 

１ 目指すべき姿 
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医薬品は効能効果、用法用量及び副作用等の必要な情報が正しく伝達され、適

切に使用されることにより、初めてその役割を十分に発揮します。そのため、県

民に医薬品の正しい情報を提供し、適正使用を推進します。 

また、ジェネリック医薬品（後発医薬品）の数量シェアを欧米諸国並みの８０％

以上とすることにより、患者一人一人の負担軽減につなげるほか、優れた医療保

険制度を次の世代に引き継いでいくことに貢献します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 医薬品等の正しい知識の普及啓発 

医薬品等の適正使用を推進するため、正しい知識の普及啓発と医薬品等の副

作用情報の収集及び情報提供が必要です。 

そのため、薬剤師などによる相談体制を充実させる必要があります。 

(2) かかりつけ薬剤師・薬局の推進 

複数の医薬品を併用すると、相互作用により薬の効果が十分に得られなかっ

たり、反対に薬が効きすぎて副作用が出ることがあります。 

このため、多剤・重複投薬の防止や残薬対策などに対応できる、身近で相談

しやすい「かかりつけ薬剤師・薬局」の機能を強化し、県民に「かかりつけ薬

局」を選んで活用してもらうことが必要です。 

さらに、薬局の有する機能の情報を広く提供することが必要です。 

(3) ジェネリック医薬品の使用促進 

新たな医薬品の開発に伴い、使用される医薬品も多種多様になっています。

また、患者負担の軽減や医療費適正化の観点から、ジェネリック医薬品の使用

を促進するための取組が行われています。 

ジェネリック医薬品の数量シェアは、順調に推移していますが、依然として

ジェネリック医薬品の品質等に漠然とした不安を抱いている県民及び医療関係

者がいるため、不安を解消する必要があります。 

また、ジェネリック医薬品メーカーによる医療関係者に対する情報提供が少

ないことから、医療関係者はジェネリック医薬品の使用及び採用に苦慮してい

る状況です。 

 

３ 課題への対応 

県民に対して医薬品等の適正な使用を進めるため、正しい知識の普及啓発、医

薬品などの情報の収集及び提供を行う薬事情報体制の充実強化を図ります。 

また、多剤・重複投薬の防止や残薬対策などを推進する「かかりつけ薬剤師・

薬局」の機能を強化します 

さらに、医療関係者や県民に対しジェネリック医薬品に関する研修会等を開催
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することにより、ジェネリック医薬品に対する不安の解消に努めます。 

 

４ 主な取組 

(1) 医薬品などの正しい知識の普及啓発 

(2) 医薬品などの適正使用のための情報提供 

(3) かかりつけ薬剤師・薬局の機能強化 

(4) 多剤・重複投薬の防止や残薬対策などの適正使用の推進 

(5) ジェネリック医薬品に関する研修会の開催 

(6) 汎用ジェネリック医薬品リストの作成 

 

５ 指標 

ジェネリック医薬品の数量シェア 

現状値 ６９．８％ → 目標値 ８０．０％以上 

（平成２８年度末）   （平成３３年度末） 

 

第４節 献血の推進 

１ 目指すべき姿 

医療に必要不可欠な輸血用血液製剤を、安全かつ安定的に供給するため、必要

な時に血液が確保できる環境を整備します。 

 

２ 現状と課題 

医療に必要不可欠な輸血用血液製剤や大部分の血漿
しょう

分画製剤は、現在、国内

の献血で賄われています。 

県は高校生献血の推進に積極的に取り組んでおり、その結果、高校生の献血者

数は、平成１９年度（２００７年度）から１０年連続日本一となっています。 

少子高齢化により将来の献血を担う若年層が減少する一方で、血液製剤を使用

する高齢者が増加しています。これまでの献血状況で推移すると、将来的には輸

血用血液製剤が不足する懸念があります。 

血液は人工的に作ることができず、長期的に保存することもできないので、輸

血に必要な血液を確保するため、絶えず新しい血液が必要となります。 

このため、献血の推進をさらに図るとともに、医療機関における血液製剤の使

用の適正化を推進する必要があります。 

 

３ 課題への対応 

広く県民に献血の普及啓発を図り、献血者の確保及び血液製剤の安定供給を進

めます。 
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４ 主な取組 

(1) 献血の普及啓発と献血組織の充実 

(2) 若年層を中心とした献血者の確保 

(3) 安全な血液製剤の安定供給 

(4) 血液製剤の適正使用の推進 

 

５ 指標 

１０代～３０代の献血者数 

現状値 ９７，５０２人 → 目標値 １４２，３６０人 

（平成２７年度）      （平成３２年度） 

 

第４部 地域医療構想 

第１章 地域医療構想の概要 

１ 策定の趣旨 

急速な高齢化の進展による医療需要・介護需要の大きな変化が見込まれる中、医

療や介護を必要とする県民が、できる限り住み慣れた地域で必要なサービスを受け

られる体制を確保することが求められます。 

そのためには、地域ごとに異なる条件や実情を踏まえ、限られた医療資源を効率

的に活用できる医療提供体制の「将来像」を明らかにしていく必要があります。 

そこで、平成３７年（２０２５年）の医療提供体制に関する構想として、平成２

８年（２０１６年）１０月に埼玉県地域医療構想を策定しました。 

本構想は第６次の埼玉県地域保健医療計画（平成２５年度（２０１３年度）～２

９年度（２０１７年度））の一部として策定したものですが、第７次埼玉県地域保

健医療計画（平成３０年度（２０１８年度）～３５年度（２０２３年度））に、引

き続き位置付けます。 

 

２ 性格 

地域医療構想は、医療法により都道府県に策定が義務付けられている医療計画に

おいて定める事項として同法第３０条の４第２項第７号に規定されている将来（平

成３７年（２０２５年））の医療提供体制に関する構想です。 

 

３ 構成 

(1) 区域の設定 

地域の特性を踏まえた医療提供体制を構築するための構想区域（以下「区域」

という。）を設定します。 
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本県の区域は、二次保健医療圏の圏域と同様に設定しています。 

(2) 平成３７年（２０２５年）における医療需要等 

医療機能を、高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能に区分して、将来

の医療需要及び必要病床数を推計します。 

また、在宅医療等についても患者数を推計します。 

医療機能区分 

高度急性期機能 
急性期の患者に対し、当該患者の状態の早期安定化に向けて、

診療密度の特に高い医療を提供するもの。 

急性期機能 
急性期の患者に対し、当該患者の状態の早期安定化に向けて、

医療を提供するもの（高度急性期機能に該当するものを除く）。 

回復期機能 

急性期を経過した患者に対し、在宅復帰に向けた医療又はリ

ハビリテーションの提供を行うもの（急性期を経過した脳血

管疾患、大腿
たい

骨頸
けい

部骨折その他の疾患の患者に対し、ＡＤＬ

（日常生活における基本的動作を行う能力をいう。）の向上

及び在宅復帰を目的としたリハビリテーションの提供を集中

的に行うものを含み、リハビリテーションを提供していなく

ても「急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療」を

提供している場合も含む）。 

慢性期機能 

長期にわたり療養が必要な患者（長期にわたり療養が必要な

重度の障害者（重度の意識障害者を含む。）、筋ジストロフ

ィー患者、難病患者その他の疾患の患者を含む。）を入院さ

せるもの。 

(3) 医療提供体制整備の方向性と地域医療構想の推進体制 

平成３７年（２０２５年）における医療需要等を基に、本県の医療提供体制整

備の方向性を示します。 

さらに、将来の必要病床数など地域医療構想の達成を推進するための体制など

を示します。 

(4) 各区域の概要及び医療提供体制整備の方向性 

地域医療構想は、区域ごとに策定することになっています。 

県内１０区域ごとに、入院患者の受療動向を基に、将来の医療需要を推計し、

その上で必要な医療提供体制の整備の方向性を示します。 

 

４ 医療需要の推計結果 

平成３７年（２０２５年）及び平成４７年（２０３５年）における、医療需要推

計結果は次のとおりです。 

医療需要推計結果                       （人／日） 
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 平成２５年 

（２０１３年） 

平成３７年 

（２０２５年） 

平成４７年 

（２０３５年） 

高度急性期 ３，５４３ ４，１４５ ４，２３２ 

急性期 １０，６２５ １４，００７ １４，８９２ 

回復期 １０，７０１ １５，０４４ １６，２８８ 

慢性期 １０，９４２ １２，８９０ １４，４６９ 

需要合計 ３５，８１１ ４６，０８６ ４９，８８１ 

 

５ 必要病床数の推計結果（平成３７年（２０２５年）） 

医療需要の推計結果を基に算定した各区域の必要病床数は次のとおりです。 

各区域における必要病床数推計結果                 （床） 

区域 合計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

南部 ５，０２５ ６０９ １，９２２ １，６２３ ８７１ 

南西部 ４，７７７ ４２５ １，６８５ １，３５６ １，３１１ 

東部 ８，９３５ ８３１ ２，７８３ ２，７３４ ２，５８７ 

さいたま ７，６６４ １，０３９ ２，７７０ ２，３０１ １，５５４ 

県央 ３，５３４ ３４４ １，２７３ １，１２０ ７９７ 

川越比企 ７，６５２ ８０２ ２，２６０ ２，５１８ ２，０７２ 

西部 ７，９５１ ６９４ ２，２４９ ２，３７０ ２，６３８ 

利根 ４，６３０ ４２６ １，５８０ １，４４８ １，１７６ 

北部 ３，４４２ ３２７ １，２５８ １，０６６ ７９１ 

秩父 ６００ ３１ １７４ １８１ ２１４ 

合計 ５４，２１０ ５，５２８ １７，９５４ １６，７１７ １４，０１１ 

 

６ 病床機能報告による病床数と必要病床数との比較 

平成２８年度（２０１６年度）の病床機能報告結果と平成３７年（２０２５年）

の必要病床数を比較すると、全体で３，８３８床が不足し、特に回復期機能は１２，

２８０床と大幅に不足する結果となっています。 

病床機能報告による病床数と必要病床数の比較            （床） 

 
全体 

高度 

急性期 
急性期 回復期 慢性期 

休棟・ 

無回答等 

平成２８年度 

病床機能報告 
50,372 6,707 24,118 4,437 12,965 2,145 

平成３７年 

必要病床数推計 
54,210 5,528 17,954 16,717 14,011  



- 86 - 

 

差引 ▲3,838 1,179 6,164 ▲12,280 ▲1,046  

 

７ 在宅医療等の必要量の推計結果 

在宅医療等の必要量の推計結果は次のとおりです。 

なお、在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人

ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、サービス付き高齢者向け住宅、その

他医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療

所の病床以外の場所において提供される医療を指し、現在の療養病床以外でも対応

可能な患者の受け皿となることも想定しています。 

在宅医療等の必要量の推計結果（医療機関所在地ベース）     （人／日） 

区域 
平成２５年 

（２０１３年） 

平成３７年 

（２０２５年） 

南部 ６，２２５（ ４，４０８） １０，７４０（ ７，５１８） 

南西部 ３，６４７（ ２，１３６） ７，０３９（ ３，９３５） 

東部 ６，１７１（ ３，４７６） １２，１０１（ ６，６２８） 

さいたま １０，８１４（ ７，７５２） １８，７８５（１３，４２５） 

県央 ２，６２８（ １，２２０） ４，８７４（ ２，１８３） 

川越比企 ４，８１６（ ２，４６９） ８，７９９（ ４，１０５） 

西部 ４，３５０（ １，８３３） ８，９３８（ ３，２４４） 

利根 ２，８４９（   ９６７） ４，５４７（ １，４９２） 

北部 ３，７７１（ ２，０００） ５，５４１（ ２，８０２） 

秩父 ８８１（   ３６５） １，００８（   ３９９） 

合計 ４６，１５２（２６，６２６） ８２，３７２（４５，７３１） 

（ ）の数値は全体のうち訪問診療分 

 

第２章 地域医療構想の実現に向けた取組 

１ 目指すべき姿 

急速な高齢化の進展に伴い医療・介護の需要の大幅な増加が見込まれる中、医療

機能の分化・連携と在宅医療等の充実を進め、発症から急性期、回復期、在宅医療

等まで良質かつ適切な医療が効率的に提供される体制を構築し、県民が住み慣れた

地域で必要な時に、必要なサービスの提供を受けられる体制を確保します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 医療機能の分化・連携と病床整備 
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限られた医療資源で増大する医療需要に対応するためには、各医療機関が担う

医療機能を明確にするとともに、病床機能に応じた患者を受け入れる体制を構築

し、医療機関相互の連携を図る、医療機能の分化・連携を進めることが重要です。 

医療機能の分化・連携は、病床稼働率の向上に寄与することが見込まれること

から、結果として将来の必要病床数の減少にもつながります。 

(2) 在宅医療等の体制整備 

高齢化の進展のほか、病床機能の分化・連携の推進に伴い慢性期の入院患者の

一部が在宅医療等へ移行することにより、本県では、平成３７年（２０２５年）

に在宅医療等の必要量が、平成２５年（２０１３年）の約１．８倍になるなど、

その需要が大幅に増加することが見込まれています。 

こうした中、在宅医療等は、高度急性期から回復期、慢性期へ移行した患者の

退院後の受け皿として、極めて重要な役割を担うことになります。 

そのため、急変時の対応や看取りのための連携体制の構築など、在宅等での長

期療養を支援する多職種協働による包括的かつ継続的な医療提供体制の確保が急

務となっています。 

病床機能の分化・連携による在宅医療等の新たなサービス必要量の推計結果（患

者住所地ベース）                     （人／日） 

 
平成３２年 

（２０２０年） 

平成３５年 

（２０２３年） 

平成３７年 

（２０２５年） 

療養病床からの転換分 

（在宅医療等） 
２，７０２ ５，４０３ ７，２０４ 

一般病床からの転換分 

（外来） 
１，６３２ ３，２６４ ４，３５２ 

(3) 医療従事者の確保 

将来の医療需要を踏まえ、適切かつ持続的な医療提供体制を構築していくため

には、各医療機能に対応できる医療従事者を確保していく必要があります。 

医師の都市部への集中などによる地域偏在や、産科、小児科、救急等を担当す

る医師が少ないなどの診療科偏在への対応も課題となっています。 

(4) 地域医療介護総合確保基金 

医療と介護サービスの提供体制の改革を推進するため、消費税財源を活用した

基金を創設し、病床の機能分化・連携、在宅医療の充実、医療従事者の確保のた

めに必要な事業を実施しています。 

基金を活用し、地域医療構想の実現に向けた医療機関の取組などを支援するこ

とが必要です。 

 

３ 課題への対応 
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(1) 医療機能の分化・連携を進め、高度急性期から回復期、在宅医療等まで切れ目

のない医療提供体制を整備します。 

(2) 地域包括ケアシステムの構築に併せ、在宅医療連携拠点等の機能強化や、在宅

医療を担う医療従事者の確保・養成等、在宅医療体制の整備を進めます。 

(3) 医療従事者の確保・養成を図るとともに、医師の地域偏在や診療科偏在の解消

に取り組み、県民が住み慣れた地域で必要な医療を受けられる体制づくりを進め

ます。 

(4) 地域医療構想の実現に向けた取組については、地域医療介護総合確保基金を有

効に活用します。 

 

４ 主な取組 

(1) 医療機能の分化・連携と病床整備 

ア 急性期病床から地域包括ケア病床等回復期病床への転換促進 

イ 地域医療構想調整会議での協議を通じた医療機能の分化・連携 

ウ 病床機能報告制度を活用した医療機能情報の提供と共有 

エ ＩＣＴを活用した地域医療連携ネットワークの整備支援（※） 

（※）利根保健医療圏では、地域の病院や診療所、臨床検査施設などを安全なネッ

トワークシステムで結び、患者の情報を共有するシステム（とねっと）を平成

２４年（２０１２年）７月から運用しており、中核病院の専門医や診療所のか

かりつけ医がこれらの情報を診療に役立てている。 

(2) 在宅医療等の体制整備 

ア 地域において在宅療養を支援する連携体制の構築 

イ 患者を支える多職種連携システムの確立 

ウ 在宅医療連携拠点に対する広域的な支援と在宅医療・介護連携推進事業を実

施する市町村への支援 

エ 人生の最終段階における医療提供体制の整備 

オ 在宅医療を担う訪問看護師の確保・育成 

カ 在宅歯科医療の推進を担う地域在宅歯科医療推進拠点の充実 

キ 在宅医療を担う薬局の整備促進と薬剤師の育成 

(3) 医療従事者の確保 

ア 埼玉県総合医局機構による一元的な医師確保対策の推進 

イ 医師の地域偏在・診療科偏在の解消 

ウ 看護職員の養成、離職防止・定着促進、再就業支援 

エ 看護職員の資質の向上 
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第５部 医療費適正化計画 

医療費適正化計画は、「住民の健康の保持の推進」と「医療の効率的な提供の推進」

に関する数値目標を設定し、これらの目標達成を通じて県民の生活の維持・向上を図り

ながら、医療費の適正化を図ります。 

第１章 住民の健康の保持の推進 

１ 目指すべき姿 

生活習慣病の発症を予防するため、県民一人一人が望ましい生活習慣を実践でき

るようになることを目指します。 

そのためには、県、市町村、医療保険者、医療機関、事業者などの関係者が、自

らの役割を認識し、相互に連携する体制づくりを推進していきます。 

 

２ 現状と課題 

県民の疾病全体に占める生活習慣病（悪性新生物（がん）、心疾患、脳血管疾患

など）の割合は、死因では約６割、医療費（市町村国民健康保険）では約３割を占

めています。 

生活習慣病の危険因子である高血糖、高血圧、脂質異常は死因に大きな影響を与

えています。 

生活習慣病は、食生活の乱れや運動不足、喫煙などの生活習慣によって起こる病

気です。 

生活習慣病は、生活習慣の改善によって予防や進行を抑えることが可能であり、

県民の生涯にわたってのＱＯＬ（生活の質）の維持・向上のためには、糖尿病、高

血圧症、脂質異常症の発症、あるいは重症化や合併症への進行の予防に重点をおい

た取組が重要です。 

現在、生活習慣病の予防のために各医療保険者において特定健康診査が行われて

いますが、受診率はまだ低い状況にあることから、受診率の向上のための取組が必

要です。 

また、医療保険者の持つ健診やレセプト等のデータを活用し、健康課題に合わせ

た効果的かつ効率的な保健事業の実施が求められるようになってきていることから、

県、市町村、医療保険者等による連携を推進する必要があります。 

また、歯・口腔
くう

の健康及びそれに関する生活習慣の改善は、その基本的要素の一

つであることから、これに対応した取組も重要です。 

さらに、県民の健康を保持していくためには、若い時期からの生活習慣病の予防

に重点を置いた取組が必要です。 

 

３ 課題への対応 

生活習慣病予防対策を推進することにより、県民の健康を保持し、ＱＯＬ（生活
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の質）の維持、向上を図ります。 

保険者協議会等と連携し、県全体の課題に対応するための効果的かつ効率的な保

健事業の実施ができる体制づくりを目指します。 

 

４ 主な取組 

(1) 医療保険者による特定健康診査・特定保健指導の推進 

後期高齢者に対する健康診査の推進・健診結果に基づく支援の充実 

(2) 市町村等による健康増進事業の支援 

(3) 保険者等との連携 

保険者協議会等の場を活用した連携体制の推進 

(4) 生活習慣病を予防する健康づくり対策の推進 

(5) 禁煙支援・受動喫煙防止対策の推進 

(6) 食育の推進 

(7) がん、心疾患、脳卒中、糖尿病などの生活習慣病、認知症の予防・改善に向け

た歯科口腔
くう

保健の推進と医科歯科連携の強化 

(8) 介護予防の推進 

(9) 特定給食施設等の指導強化 

(10) 健康づくり支援のための人材育成 

(11) 糖尿病性腎症重症化予防対策事業の実施 

 

５ 指標 

(1) 特定健康診査受診率（再掲） 

現状値 ５０．９％ → 目標値 ７０％ 

（平成２７年度）    （平成３５年度） 

(2) 特定保健指導の実施率 

現状値 １３．８％ → 目標値 ４５％ 

（平成２７年度）    （平成３５年度） 

(3) メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の平成２０年度と比べた減少率

（特定保健指導対象者の割合の減少率） 

現状値 １６．５％ → 目標値 ２５．０％ 

（平成２７年度）   （平成３５年度） 

 

第２章 医療の効率的な提供の推進 

１ 目指すべき姿 

 埼玉県地域医療構想を踏まえ、病床機能の分化・連携を進めることにより、限ら

れた医療資源を効率的に活用します。 
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さらに、ジェネリック医薬品（後発医薬品）の使用促進のための取組を進めると

ともに、多剤・重複投薬の防止や残薬対策などを推進するため、「かかりつけ薬剤

師・薬局」の機能を強化します。 

 

２ 現状と課題 

(1) 病床機能の分化・連携の促進 

埼玉県地域医療構想では、高度急性期から慢性期までの全ての機能で将来の医

療需要（入院需要）が増加すると推計されており、それに伴い、医療費も増加し

ていくことが想定されます。 

こうしたことから、増大する医療需要に対応しつつ、医療費の適正化を図って

いくことが求められます。 

(2) ジェネリック医薬品の使用促進とかかりつけ薬剤師・薬局の機能強化 

ジェネリック医薬品は、先発医薬品と治療学的に同等であるものとして製造販

売が承認され、一般的に研究開発に要する費用が低く抑えられることから、先発

医薬品に比べて薬価が安くなっています。 

国においては、平成１９年（２００７年）に策定した「後発医薬品の安心使用

促進アクションプログラム」に基づき、安定供給、品質確保、情報提供体制の課

題について、国やジェネリック医薬品メーカー等が行うべき取組を明らかにして

きたところです。 

さらに、平成２５年（２０１３年）４月に「後発医薬品のさらなる使用促進の

ためのロードマップ」を策定し、取組を進めています。 

平成２９年（２０１７年）６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本

方針２０１７」において、平成３２年（２０２０年）９月までに８０％とする、

新たな数量シェア目標が定められました。 

国においては、患者や医療関係者が安心してジェネリック医薬品を使用できる

ような環境整備を図っているところですが、本県における平成２９年（２０１７

年）３月現在の数量シェアは６９．８％となっており、ジェネリック医薬品の普

及はまだ十分とは言えません。 

要因の一つとして、ジェネリック医薬品の品質に対する県民や医療関係者の信

頼が高いとはいえない状況にあることや、ジェネリック医薬品の安定供給及び情

報提供体制に関する問題点も指摘されています。 

また、多剤・重複投薬の防止や残薬対策などを推進するため、「かかりつけ薬

剤師・薬局」の機能を強化することが必要となっています。 

 

３ 課題への対応 

(1) 病床機能の分化・連携の促進 
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各医療機関が担う医療機能を明確にし、病床機能に応じた患者を受け入れる体

制を構築するとともに、医療機関相互の連携を推進します。 

(2) ジェネリック医薬品の使用促進とかかりつけ薬剤師・薬局の機能強化 

国においては、ジェネリック医薬品の品質に対する信頼性の確保、診療報酬上

の使用促進策等、総合的な使用促進を図ることとしています。 

県としても、ジェネリック医薬品の普及啓発活動を推進し、ジェネリック医薬

品の普及について医療関係者等から理解を得られるよう取り組んでいきます。 

また、多剤・重複投薬の防止や残薬対策などを推進する「かかりつけ薬剤師・

薬局」の機能を強化します。 

 

４ 主な取組 

(1) 病床機能の分化・連携の促進 

ア 急性期病床から地域包括ケア病床等回復期病床への転換促進 

イ 地域医療構想調整会議での協議を通じた医療機能の分化・連携 

ウ 病床機能報告制度を活用した医療機能情報の提供と共有 

エ ＩＣＴを活用した地域医療連携ネットワークの整備支援 

(2) ジェネリック医薬品の使用促進とかかりつけ薬剤師・薬局の機能強化 

ア 県民を対象としたセミナーの開催やリーフレット等による普及啓発 

イ 医療関係者を対象とした勉強会の開催やジェネリック医薬品工場の視察 

ウ 他団体と連携した普及啓発活動 

エ 残薬対策など「かかりつけ薬剤師・薬局」の機能強化 

 

５ 指標 

ジェネリック医薬品の数量シェア（再掲） 

現状値 ６９．８％ → 目標値 ８０．０％以上 

（平成２８年度末）   （平成３３年度末） 

 

第３章 医療費の見込み 

厚生労働省が示した積算方法による計画期間における本県医療費の見通しは次のと

おりです。なお、算出に当たり、地域医療構想の実現に向けた医療機能の分化・連携

の推進やジェネリック医薬品の使用促進、特定健診、保健指導の実施率の達成による

適正化効果及びかかりつけ薬剤師・薬局の機能強化による医薬品の適正使用の促進効

果を織り込んでいます。 

本県では、計画に基づく適正化の取組を行った場合、約２２６億円の適正化効果が

あるものと見込まれます。 

本県の医療費の見通し 
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平成２８年度 

（２０１６年度） 

平成３５年度 

（２０２３年度） 
効果 

①現状（推計） 

２兆２５３億円 

②計画に基づく適正化の取

組を行わない場合 

２兆４，６２４億円 ④効果（③－②） 

▲２２６億円 ③計画に基づく適正化の取

組を行った場合 

２兆４，３９８億円 

 

第４章 国民健康保険の運営 

１ 目指すべき姿 

国民健康保険新制度の下、県と市町村とが連携し、医療費適正化の取組を推進し

ます。 

 

２ 現状と課題 

(1) 国民健康保険新制度の開始 

平成３０年度（２０１８年度）から市町村国民健康保険は県と市町村の共同運

営となります。県は財政運営の責任主体として、国保財政の安定的な運営に取り

組むこととなります。 

(2) 一人当たり医療費の増加 

被保険者一人当たりの医療費は、高年齢層の被保険者の増加や医療の高度化な

どにより、増加傾向にあります。一人当たり医療費の増加は、被保険者の負担増

につながります。 

医療保険制度を持続可能なものにするためにも、医療費の適正化を進めていく

必要があります。 

(3) データの活用 

保険者は、加入者の健診情報や医療の受診状況であるレセプトのデータ（受診

の状況、かかった疾病、医療費など）の情報を保有しています。医療費の適正化

を進めるためにも、保険者がレセプトと健診のデータを最大限に活用し、地域の

健康課題に即した加入者の健康づくりを推進していく必要があります。 

 

３ 課題への対応 

市町村は地域の実情を踏まえ、各課題に対する目標を設定し、医療費の伸びの抑

制等を目指します。 

県は、市町村が行う医療費適正化の取組を支援するため、人材育成や財政支援な

どに取り組みます。 
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４ 主な取組 

市町村国民健康保険に係る下記の取組の推進 

(1) データヘルスの推進 

(2) 特定健康診査受診率の向上 

(3) 特定保健指導実施率の向上 

(4) ジェネリック医薬品の使用促進 

(5) 糖尿病性腎症重症化予防対策事業の実施 

(6) 医療費適正化の推進体制の充実 

 

５ 指標 

(1) データヘルス計画に基づく保健事業実施・展開市町村数（市町村国民健康保険

実施分） 

現状値 ４９市町村 → 目標値 全６３市町村 

（平成２８年度）    （平成３２年度） 

(2) 特定健康診査受診率（市町村国民健康保険実施分） 

現状値 ３８．６％ → 目標値 ６０．０％以上 

（平成２７年度）    （平成３５年度） 

(3) 特定保健指導実施率（市町村国民健康保険実施分） 

現状値 １６．７％ → 目標値 ６０．０％以上 

（平成２７年度）    （平成３５年度） 

 



 

 

  

 


